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「CLAIR REPORT」の発刊について 
 
 
 
当協会では、調査事業の一環として、海外各地域の地方行財政事情、開発事

例等、様々な領域にわたる海外の情報を分野別にまとめた調査誌「CLAIR 
REPORT」シリーズを刊行しております。 
このシリーズは、地方自治行政の参考に資するため、関係の方々に地方行財

政に係わる様々な海外の情報を紹介することを目的としております。 
 内容につきましては、今後とも一層の改善を重ねてまいりたいと存じますの

で、御叱責を賜れば幸いに存じます。 
 
 
 

本誌からの無断転載はご遠慮ください。  
 
 
 
 
問い合わせ先 
〒100-0013 東京都千代田区麹町 1-7 相互半蔵門ビル 
(財)自治体国際化協会 総務部 企画調査課 
TEL: 03-5213-1722 
FAX: 03-5213-1742 
E-Mail: webmaster@clair.or.jp 
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概要 

 

第１章 カウンティ・市などの観光局について 

第１章では、カウンティ・市などの地方自治体の観光局について説明する。 

第１節では、地方自治体の観光局の設置の目的について概説する。米国の自治体は、

日本と比べて住民が自由に行政機関の規模、範囲、機能などを定めることができ、日

本よりも政府の動きに対し目が厳しく、住民の意思によって必要な行政サービスを選

択するという意識が強い。自治体が観光局を設置する場合は、住民がわざわざ税金を

使ってまで観光の振興を行わなければならないと判断し、作ったからには、その自治

体の中の住民に雇用の増進などの経済的なメリットが返ってくることが当然期待され

るものでなければならない。これをどのようにして達成していくかの手段については、

地域の特色の違いにより以下の３つに分けられる。  
 コンベンション、学会、会議やグループ旅行の様な大規模グループのみを誘致

すること  
 個人や家族などの小規模な訪問客を誘致すること  
 両者を含めたすべての規模の訪問客を誘致すること  

第２節では、地方自治体の観光局の組織構成を概説する。地方自治体の観光局は、

市等の観光局と複数の市等を包含したカウンティの観光局に分けられる。カウンティ

政府に観光局を設置する理由としては、米国は面積が広大で人口密度が薄く、一つ一

つの市等がそれぞれの観光宣伝を行うよりも、一つの地域としてお金を集中して、観

光宣伝を行った方が効率が良いからである。  
市については、日本の市と同じように市の区域の観光宣伝を市の観光局が行うもの

だが、その市がニューヨーク市などの大都市であるか、高地トレーニングやロハスの

聖地として有名なコロラド州ボルダー市などの特徴的な観光資源をもっているような

所でない限り、市単独で観光局を持つところは少ない。むしろ地域の中核となる市に

観光プロモーションを行う公社（Public Corporation）を作り、そこに観光宣伝事業を委
託するような形を取っている所の方が多いようである。これらの組織は、市の集合体

であるため、カウンティの観光局と同じようにも思えるが、違いとしては、カウンテ

ィ政府はその域内からカウンティ税として税金を徴収し、カウンティ政府を運営する

のに対し、市等の集合体である観光局は、それぞれの参加自治体から運営資金を集め

ているため、もし、参加自治体が観光局の観光振興施策を気に入らなければ、運営資

金を支払わずに脱退することもできるという面で参加自治体の発言権が高くなる傾向

がある。米国では州や市町村がまずありきといった考えがあるのではなく、住民が政

府にどのようなことを望み、一番自分達にとって望んだことを行政が実施してもらえ

るかどうかが最重要で、市町村の組合せにはこだわりがないという状況である。 
第３節では、観光局の運営と組織構成に関して概説する。観光局の運営形態として

は、地方自治体直轄と公社、NPO や商工会などの外部機関への委託という２種類があ
る。両者の違いについては、地方自治体直轄は収入が税金や補助金からのものである
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のに対し、外部機関への委託は、地方自治体からの委託金の収入の他に、会員収入、

グッズ販売などの資金調達も自らで行うことができ、スタッフの雇用や予算の大胆な

配分変更についても、外部機関ゆえに役所的な煩雑で時間の掛かる手続を極力少なく

することができ、機動的な予算運営を図ることが可能となっている。 
更に外部機関に業務を委託することによって、その機関が思ったような成果を得る

ことができなかった場合、別の機関に代えることも可能である。  
次に運営に関して日本と大きく違う点は、人事制度と組織の改廃である。人事につ

いては、観光局の長の多くは、カウンティの長や市長から指名され、議会から承認を

受けてその職に就く「雇われ人」であるということである。よって、観光局の長は、

地方自治体の長や議会から観光宣伝について従来以上の業績を上げることを当然期待

され、業績を上げることが出来なければ即時の罷免もあり得るということである。  
観光局長の前歴を尋ねてみると、広告会社、ホテル業界の営業や他の観光局で豊富

な経験を積んだ者がほとんどで地元の生え抜きの人材が少ない。これは地元との馴れ

合いの関係を防ぐためと、よりプロフェッショナルな人材を雇用することを目的とし

ているためである。  
組織の改廃についても、米国の場合は決断が早い。成果が上がらないと判断するや

すっぱりとその部門を全廃することもある。これは、米国の観光局が日本の観光部署

のような自治体保有の観光施設等の整備・維持管理という仕事を持たず、とてもシン

プルだからである。観光局は、住民が純粋に観光振興だけを望んでいるため、その設

置の目的と目標がはっきりしており、多くの日本の市町村の観光部署のように、商工

部門と合体していない。 

第４節では、事業活動について概説する。観光局の事業活動は、大きく分けるとマ

ーケティング活動、セールス活動、ウェルカムセンター活動の３つとなる。 

マーケティング活動では、観光局の所管地域内の観光資源、訪問客、旅行市場の動

向について調査・分析を行い、その結果に基づき目標や戦略を作り、ガイドブックや

ホームページなどの広報資料を作成し、広報宣伝を行っている。日本でも、調査会社

を使いマーケティングを行っているところもあるが、米国ではほとんどの自治体が調

査会社に依頼し、訪問客の人種、年齢層、平均年収、学歴、１旅行当たりの予算額、

平均宿泊日数、居住地などの特徴を把握し、どの対象に広報宣伝を行うかを決めてい

る。 

広報宣伝の最近の流れとしては、テレビや新聞などの広告を減らして、雑誌やイン

ターネットでの広告の比重を増やしているところが多く見受けられる。米国では、日

本よりもインターネットでの旅行予約が進んでいるため、観光局の中には、グーグル

で自分の地名に関連する言葉が検索された際に、検索結果の画面の右側に自分のホー

ムページの広告リンクが出るグーグルアドワーズと契約している所もある。 

セールス活動については、小規模グループか大規模グループのどちらを誘致するか

によって売り込み対象が異なる。 

小規模グループの誘致については、家族旅行・個人旅行を取り扱う旅行業者や一般
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客が集まるトラベルショーなどでブースを出展し、そこに集まった訪問者に対して、

観光ガイドブックやパンフレットなどを使いながら広報宣伝を兼ねた売り込み活動を

行う。最近のトレンドとしては、所得が高く、教養レベルも高いゲイとレズビアンの

旅行客の誘致を進めているところが増えている。 

大規模グループの誘致の場合は、コンベンションの主催者、コンベンションなどの

開催のコーディネイトを行うミーティング・プランナー、グループ旅行を取り扱う業

者（国内の団体旅行はバス旅行が主体となるため、バス会社への売り込みが多い）な

どが対象となり、これらの対象が集まるコンベンションへ参加して、ミーティング・

プランナーガイドを使いながら、地域の長所、魅力（例えば、ホテル宿泊費の安さ、

娯楽施設の充実度、素晴らしい風景など）をアピールしながら売り込みを行う。   

地元の観光業界にとって、コンベンションを開催すると地元への経済波及効果が大

きいので、地元観光業界は、常に観光局にコンベンション獲得の期待と要求をよせて

いる。 

こうした観光局の売込みに対し、興味を持ってくれたコンベンション主催者等に対

し観光局は、実際に視察を行ってもらうよう招待旅行を開催する。招待旅行について

は、米国の場合は企画の段階で、地域のホテルに招待旅行を開催した際に宿泊施設、

レストラン、観光施設に対し無償で施設を提供してもらえるかを問い合わせ、そこが

決まり次第、計画を作成し、旅行業者等へ通知を行い開催するものである。この招待

旅行の実施費用の中の観光局の持ち出し分については、通信運搬費とバス借り上げ料

ぐらいである。 

ウェルカムセンターは、大体朝８時から夜６時までの営業時間で、訪問客への観光

情報の提供を行っている。ウェルカムセンターは、ボランティアスタッフが数名待機

し、地域の観光資源についての説明を行っている。米国の場合は、一部を除きほとん

どが車社会なので、車で旅行する訪問客へ観光情報を提供し、うまく行けば現地に宿

泊してもらうことを狙い、街の入口の幹線道路沿いウェルカムセンターを設置するこ

とが多い。 

第５節では、予算について概説する。観光局の収入については、主に地方自治体か

らの観光関係の税収（ホテル税、売上税、娯楽税）によるものが多い。その他につい

ては、州政府からの助成金・補助金、他の自治体からの広報宣伝の委託料、会員収入

などがある。 

支出については、人件費、事務所運営費、マーケティング関係経費、セールス関係

経費、旅費等に大まかに分けられ、一般的に人件費の割合が最も高い。職員の給与に

ついては、地方自治体の規模などによって同じ観光局長というポストでも給与が２倍

近く違う場合もある。 

第６節では、成果報告について概説する。成果報告は、常に存在意義を問われてい

る観光局が行っている活動の中で最も重要なものの一つである。米国では、わざわざ

政府に税金を徴収させて行っている訪問客誘致について、成果についてアピールしな

いと観光局が廃止されてしまう恐れがある。よって、どの観光局も成果報告書をいか
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に読みやすく、いかに成果が上がっているかが分かるように報告書を作るかというこ

とに腐心している。成果報告書の内容については、ホテル税や売上税などの税収入額、

広告費用１ドルあたりの収入税額、コンベンション予約件数、１コンベンションあた

りの平均費用額、ホームページアクセス数を載せているところが多い。 

第７節では、具体的事例の紹介としてニューヨーク市の北隣にあるウエストチェス

ター・カウンティ観光局についての個別具体例について述べる。ウエストチェスター・

カウンティ観光局は、「ウエストチェスター・カウンティの公式観光プロモーション組

織で、レジャー旅行やビジネス旅行のプロモーションを行うために存在する。」と明記

されており、観光プロモーションの対象は、小規模・大規模グループ両方となってい

る。しかし、観光局にはカウンティの総ホテル税収入のうち 15％が運営予算として入

るように定められているため、ウェルカムセンター活動以外は、ホテル税収入が効果

的に上がる大規模グループにウエストチェスター・カウンティ内のホテルに泊まって

もらうための広報宣伝・セールス活動を行うことが現実的な目的となっている。 

 

第２章 州の観光局について 

第２章では、州の観光局についての説明を行う。日本の都道府県と違い、米国の州政府

が海外からの訪問客を誘致するための観光プロモーションを行う場合は、連邦政府に

頼らずに広告会社や観光業者へ委託したり、自らが海外へ置く州政府事務所を通して

観光プロモーションを行っている。日本と比べると州政府は、都道府県と国土交通省

観光庁がミックスされた役割を果たしている。 

第１節では設置の目的について概説する。州政府が観光局を設置する目的について

は、主に以下の４つの目的がある。 

・地域の観光局及び観光産業と連携し海外を含む州外の訪問客を誘致すること 

・州内の観光産業の発展及び育成の手助けを行うこと 

・訪問客への適切な情報提供を行う州のウェルカムセンターの運営を行うこと 

・上記の目的を果たすことによって州の経済的発展を果たすこと 

第２節では、運営方式と組織構成について概説する。州の観光局の運営方式につい

ては、州政府直轄方式と公社方式の２種類に分かれる。州政府直轄の場合は、政府の

機関として州の観光振興を行うが、公社については、州政府から予算をもらい、公社

の理事会の監督指揮下のもとで事業を行っている。 

第３節では、事業活動について概説する。州の観光局の事業活動について一般的な

例を説明すると、マーケティング活動、育成教育活動、ウェルカムセンター運営活動

の３つに分けられる。 

マーケティング活動については、訪問客層の分析、マーケティングプランの作成及

び広報宣伝の実施、ガイドブック及びホームページ等の作成を行っている。 

育成教育活動については、州内の観光産業または観光局など観光に携わる人々の底

上げを図り、更なる訪問客を誘致する上でも重要なものであり、カンファレンス及び

セミナー開催事業、補助金事業を行っている。 
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 ウェルカムセンター運営活動については、いくら訪問客が事前にインターネットで

観光情報を調べることができるとは言っても、実際に訪れた人にスタッフが顧客の要

望に併せて適切なお奨め情報を与えることの方が、インターネットよりも大きく優れ

ている。特に米国の場合は、会話によるコミュニケーションを重視する傾向が強く、

ウェルカムセンターの設置は州政府にとって訪問客へのサービスの一環として重要な

部分である。州のウェルカムセンターは、州境の高速道路沿いに設置されることがほ

とんどで、トイレ休憩を行うレストエリアとしての役割も果たしている。訪問客が、

ほっと一息した後に魅力ある観光資源の情報を収集することによって、州内にもう一

泊してもらえることを州観光局としては狙っているのである。 

第４節では予算について概説する。州観光局の収入については、地方自治体と同じ

く売上税やホテル税などの税からの収入と、その他に共同広告事業による地方自治体

や観光施設からの広告収入で成り立っているところがほとんどである。 

ホテル税の賦課については、州によってまちまちで、州政府と地方自治体がそれぞ

れホテル税を取る場合と、州政府のみが徴収する場合がある。税率もまちまちでオレ

ゴン州のように１％のところや、コネチカット州のように 12％のところがあったりし

て、州政府の観光についてのスタンスがかなり違っていることがわかる。 

支出については、人件費、事務所運営費、マーケティング関係経費、セールス関係

経費、補助金等に分けられる。この中で最も支出額が多いのがマーケティング関係経

費であり、毎年行われるテレビやラジオを使ったキャンペーンでの広報宣伝委託費用

にほとんどが使われることになる。 

その次に多いものは人件費であり、その次にセールス関係経費が続くところが多い。 

セールス関係経費については、トレードショーへの参加料、ブース出展料、旅費が含

まれている。 

第５節では、成果報告について概説する。州の観光局の活動成果についても、地方

自治体同様、州民の理解を得るために成果指標を使い報告書を作成している。 

成果指標については、各州で提供しているものについてばらつきがあるが、コネチ

カット州を例とすると以下の６点を上げている。 

・訪問客支出額 

・観光産業雇用者数 

・ホテル税収入額 

・ホームページ訪問件数 

・ニュースレター登録者数 

・資料請求件数 

第６節では、テネシー州観光開発局（Tennessee Department of Tourist Development）

について具体的事例の紹介を行う。 

テネシー州の観光開発局の特徴としては、ウェルカムセンターの数が多いことと、

各地域の観光振興を促進する役割の職員が多いことが挙げられる。ウェルカムセンタ

ーの数については、テネシー州が 13 か所あるのに対して、ほぼ同じ面積であるオハイ
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オ州が３か所、面積が約 3.8 倍のカリフォルニア州ですら 12 か所ということを考える

ととても多い。テネシー州では、ウェルカムセンターのスタッフをただ単に訪問客へ

の案内ガイドという役割だけでなく、地域の観光資源を発見、醸成するためのコーデ

ィネーターとしても考えている。例えば、ある地域で基幹産業となっていた工場が閉

鎖された場合に、雇用の促進を図るために、地域の観光資源を発掘・整備し、地域経

済が何とかやっていけるようにするための指導助言を行う仕掛け人としての役目も担

っているのである。 

 

第３章 まとめ 

第３章では、まとめとして日米の観光局のあり方の違いについて概説する。 

第１節では、組織の目的とあり方について概説する。米国の場合は、地域の住民に

とってメリットがあるので観光局を設置させているのだという意識が高いので、成果

を上げるか、成果を上げるように努力していることを常に外部にアピールしなければ

ならない。 

よって、地方自治体の観光局の真の目的は、とにかく目に見える効果が高い団体旅

行や、コンベンションを誘致することである。 

州政府の観光局については、地方自治体よりも面積などの規模が大きいため、州内

の観光産業の指導・育成、州のブランドイメージを高めるためのイメージ宣伝を主に

行っている。組織のあり方については、米国では観光局のトップは、首長からの任命

であり、その他の職員は、ほとんどをそのトップが任用している。人材は、広報宣伝

ならば広告会社出身、セールスであれば、ホテルや観光業界でのセールス経験者とい

ったように専門家を雇用し、中途退職、中途採用が当たり前でトップが交替すれば、

スタッフも変わることが多い。 

 第２節では、事業活動と予算について概説する。米国では地方自治体、州政府とも

に、広報宣伝、セールス活動、地域連携活動、ウェルカムセンター運営活動を行うが、

物販活動をせず、日本の地方自治体が保有している観光施設などもない。物販活動に

ついては、米国のデパートには食料品売場がなく、名産品に対する関心が日本よりも

薄い。観光施設についても、観光局の成り立ちがそもそも観光産業からの要望で作ら

れているため、民業を圧迫するようなものはそもそも作られない。よって観光局の活

動は、広報宣伝、セールス、地域連携、ウェルカムセンターといったものに限定され

ている。 

地方自治体は、猛然とコンベンションやグループ旅行の誘致のために活動し、州政

府は、観光産業や地方自治体に対し、州の観光を売り込む観光カンファレンスを開催

したり、安価に広告が出せる機会を設けたりと地域の観光産業や地方自治体をバック

アップする事をメインに行っている。 

事業計画書についても、観光産業関係者が主な対象ではあるが、住民からの支持や

理解を得るためにどのような事を目的にして、どのような手法で、どのような成果を

目指すのかを示し、成果についても成果報告書を出して公表している。 
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日本の場合、事業活動については、一部を除いて米国と同じような活動を行ってい

るものの、事業計画書や成果報告書については、観光者数の統計表以外は、米国のよ

うな具体的な手法や数値目標、成果指標の記述が少ないように見受けられる。 

予算に関しては、州政府、地方自治体ともにホテル税や売上税など観光関係にかか

る税収から運営予算を得ている。特に地方自治体は、ホテル税が予算の中でのほとん

どの収入源となっており、中には自治体のホテル税収入のうちの一定率が収入として

入るようになっているところや、自治体からの収入額に対しその額の２倍を会費収入

や広告収入などの別の手段で運営資金を確保しなければならないところもある。ホテ

ル税収入については景気に左右される部分もあるが、地元にどのくらい訪問客を誘致

したか、あるいは地域の観光産業が観光局の事業の有効性を認め、会費の支払や広告

の掲載を行っているかによって予算が変わるというのは、日本と違うところである。 
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第１章 カウンティ・市などの観光局について 

 

日本の訪問客 1誘致を行う地方自治体を見てみると、広域自治体としての都道府県、

地方自治体としての市区町村などが考えられるが、米国の場合は大まかに分けると

州と地方自治体であるカウンティ（County）、市等に分けられる。この章では、州を
除き、最小単位の観光宣伝を行うカウンティ、市等について述べることとする。 

 

第 1 節 目的 

 

  米国の自治体は、日本と比べて住民が自由に行政機関の規模、範囲、機能などを

定めることができる。例えば、自治体の住民数を見てみると、800 万を超えるニュー
ヨーク市がある一方、18 人しかいない地方自治体（ティタボロー  Teterboro、ニュー
ジャージー州）もある。ボストン茶会事件など英国の課税にかかる負担と圧政から

独立し、移民によって自分達の街を作ってきた歴史があるため、日本よりも政府の

動きに対し目が厳しく、住民の意思によって必要な行政サービスを選択するという

意識が強い。たとえ自分の地域に沢山の観光施設があったとしても、税金を投入し

て観光宣伝をする必要がないと住民が判断した場合、観光局 2を設置しないこともあ

る。例えば、コロラド州のゴールデン市（City of Golden）には、ビールのクアーズ
の工場があり無料見学ツアーもでき、ダイナソーリッジという恐竜の化石が山の尾

根に出ている公園や、レッドロックと言う全米屈指の赤い岩をくり貫いた巨大なホ

ールがあるが、観光局はなく、ウェルカムセンター 3はあるが、運営は商工会がお金

を出している。  
よって、自治体が観光局を設置する場合は、住民がわざわざ税金を使ってまで観

光の振興を行わなければならないと判断し、作ったからには、その自治体の中の住

民に雇用の増進などの経済的なメリットが返ってくることが当然期待されるもので

なければならない。この必要性があって初めて地方自治体の中に観光局を作ること

が許されるのである。よって、どこの観光局にも明確に何のために観光局が存在す

るのかという目的が必ず書いてある。例えば、オレゴン州のセーラム観光コンベン

ション局（Salem Convention & Visitors Association）の目的を見てみると、「地域に会
議、コンベンションや観光産業を誘致し、セーラム市のブランドイメージを高め、

地域経済の活性化に寄与すること。」とあり、この目的を遂行するために観光局は存

                                                        
1  当該レポートでは、ビジネスや観光などで地域を訪問する客の総称を「訪問客」とする。な
お、観光を主目的とする客やビジネスを主目的とする客の事を表現する場合については、それ

ぞれ「観光客」、「ビジネス客」として表現する。  
2  観光局の名称は地域によってまちまちであるが、一般的には、「Department of Tourism」、
「Tourism Bureau」などを使い、特にコンベンション誘致を強調したい場合は「Tourism & 
Convention Bureau」を使うことが多い。最近では覚えやすいように、オレゴン州では、州政府
の観光局は「Travel Oregon」、ポートランドやセーラムではそれぞれ「Travel Portland、Travel 
Salem」と州全体で統一した名称にするところもある。当該レポートでは、こうした観光振興
を行う組織を統一的に「観光局」と表現する。  
3  http://www.goldencochamber.org/AboutGolden/VisitorCenter.asp 
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在するのであって、逆に言えばこれ以外の事は行ってはならないし、行う必要もな

いのである。 
  このように、どこの観光局でも地域経済の活性化を目的として挙げているが、そ

れをどのようにして達成していくかの手段については地域の特色の違いにより以下

の３つに分けられる。  
 

・コンベンション、学会、会議やグループ旅行の様な大規模グループのみを誘致

すること  
・個人や家族などの小規模な訪問客を誘致すること  
・上記の両者を含めたすべての規模の訪問客を誘致すること  

 

  大規模グループの誘致を行う観光局の場合については、自分の地域にコンベンシ

ョンセンターや大型の会議場を持つホテルがあり、個人の訪問客よりも団体を集め

た方が経済波及効果も大きいため、観光局の観光宣伝や営業の成果を表す具体的な

指標として、どのくらいのコンベンションなどを誘致したかを数値で表して、首長、

議員などにアピールすることが容易である。よって、コンベンションセンターなど

を持つ地方自治体の観光局の多くが、大規模グループの誘致のみを目的としている。 
なお、米国においては、政治、行政、経済、文化、宗教、NPO、退役軍人関係等

様々な業界団体が、全国規模、地域規模、地方規模で年に一回など定期的に持ち回

りで数え切れないほどのコンベンション（大会）を行い、大規模な全国大会となれ

ば会期は１週間ほどで参加者は家族を含めて数万人程度となるものもある。例えば

行政系の全国大会だけでも、全米知事会 4、全米市長会 5、全米州議会議員連盟 6、全

米州政府協議会 7、全米カウンティ協議会 8、全米都市連盟 9、国際市／カウンティ支

配人協会 10の７大コンベンションがあり、参加者は家族を含めて１万人を超える。 
また、これらの大会では、参加者の子供や配偶者のために様々な市内観光などの

レクリエーションツアーが準備されるため、主催する地域の宿泊施設、レストラン、

交通機関、観光施設、コンサートホールに多大な経済的メリットを与えることにな

り、地域の産業が総出でコンベンションを支援することになる。このようなコンベ

ンションが様々な分野で行われることを考えるとコンベンションの誘致が観光局に

とって重要な仕事であることが分かる。  
小規模訪問客の誘致を行う地方自治体としては、コンベンションセンターなどが

ない自治体が挙げられる。具体的事例として、ニュージャージー州のケープメイ・

カウンティ観光局（Cape May County Department of Tourism）を紹介する。ケープメ

                                                        
4  http://www.nga.org/portal/site/nga/menuitem.b14a675ba7f89cf9e8ebb856a11010a0 
5  http://www.usmayors.org/ 
6  http://www.ncsl.org/index.htm 
7  http://www.csg.org/ 
8  http://www.naco.org/ 
9  http://www.nlc.org/ 
10  http://icma.org/main/sc.asp?t=0 
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イ・カウンティは、ニュージャージー州の南端の岬の部分に位置し、風光明媚なた

め普段は人口 9万人程度のカウンティであるが夏の最盛期には約 92万人の滞在客を
集める。宿泊施設は B&B という朝食とベッドだけを提供する宿泊施設と別荘がほと
んどである。コンベンションセンターは地域にないため、小規模訪問客の誘致にの

みケープメイ・カウンティ観光局は力を注いでいる。  
すべての規模の訪問客の誘致を行っているのは、小規模大規模に関わらず訪問客

がまんべんなく訪れるニューヨークなどの大都市が該当する場合が多い。  
 

第２節 組織 

 

地方自治体の観光局は、市等の観光局と複数の市等を包含したカウンティの観光

局に分けられる。カウンティ政府に観光局を設置する理由としては、米国は面積が

広大で人口密度が薄く、一つ一つの市等がそれぞれの観光宣伝を行うよりも一つの

地域としてお金を集中して、観光宣伝を行った方が効率が良いことである。ただ、

その反面、プロモーションの内容は、広く薄くなる傾向がある。例えばニューヨー

ク市（人口約 821 万人、面積 1,214 ㎢）は独自の観光局を持っているのに対し、その
北隣のヨンカース市（Yonkers、人口約 20 万人、面積 52.6 ㎢）は、所属するウエス
トチェスター・カウンティ（Westchester County、人口約 92 万４千人、面積 1,295 ㎢）
がその地域の観光プロモーションをまとめて行っている。 
ニューヨーク州の場合はまた、ナッソー・カウンティ（Nassau County）とサフォ

ーク・カウンティ（Suffolk County）という２つのカウンティがお金を出し合って１
つの観光局を作る事例（ロング・アイラン

ド観光コンベンション及びスポーツ・レク

リエーション局 11）もある。一見複雑に見

えるが、地図を見てみると半島地域が２つ

のカウンティに分かれているので観光宣伝を行うならば１つの地域として行った方

が良いだろうという考えである。  
 

市については、日本の市と同じように市の区域の観光宣伝を市の観光局が行うも

のであるが、その市がニューヨークやロサンゼルス（人口約 79 万 9,000 人）などの
大都市であるか、高地トレーニングやロハスの聖地として有名なコロラド州ボルダ

ー 12（Boulder、人口約 9 万 2,000 人）や南部文化を楽しめるテーマパーク「ドリ・
ウッド（Dollywood）13」やキルトで有名なテネシー州ピジョン・フォージ 14（Pigeon 

                                                        
11  「Long Island Convention & Visitors Bureau and Sports Commission」
http://www.discoverlongisland.com/home.cfm/group_ID/1 
12  http://www.bouldercoloradousa.com/ 
13米国南部の文化、音楽が楽しめるようになっている米国伝統文化強化版ディズニーランド。

モータコーチ  ネットワークの全米アトラクショントップ 10では７位となっている。ちなみに、
１位はワシントンＤＣのモールで３位がフロリダのディズニーワールドである。
http://www.dollywood.com/ 
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Forge）（人口約 5,600 人）などの特徴的な観光資源をもっているような所でない限り、
市単独で観光局を持つところは少ないように見受けられる。むしろ地域の中核とな

る市に観光プロモーションを行う公社（Public Corporation）を作り、そこに観光宣伝
事業を委託するような形を取っているポートランド観光局 15（Travel Portland）や大
フ ィ ラ デ ル フ ィ ア 都 市 圏 観 光 局 16 （ Greater Philadelphia Tourism Marketing 
Corporation） といった所の方が多いようである。これらの組織は、市の集合体であ
るため、カウンティの観光局と同じようにも思えるが、違いとしては、カウンティ

政府はその域内からカウンティ税として税金を徴収し、カウンティ政府を運営する

のに対し、市等の集合体である観光局はそれぞれの参加自治体から運営資金を集め

ているため、参加自治体の発言権が高く、もし、参加自治体が観光局の観光振興施

策が気に入らなければ、運営資金を支払わずに脱退することもできる。そのため、

市等の集合体の組織の方が各参加都市の要望を聞いたり、わざわざ各市の議会への

事業の説明、結果の説明責任を求められるため、その運営は大変なように見受けら

れる。  
 

さらに変わった形態として、オレゴン州のセーラム観光コンベンション局（Travel 
Salem）のように、参加メンバーが、セーラム市、ウッドバーン市、マリオン・カウ
ンティとポーク・カウンティというようにセーラム市が中心となりながらも、カウ

ンティや近接市から委託を受けて運営を行っている事例もある。これは、セーラム

の周りのカウンティの住民が、域内の中では有力なセーラムの観光局に観光宣伝の

実施を依頼している形になっており、カウンティと市のお金が混在して観光宣伝に

投下されているという事例である。このように、米国では県や市町村がまずありき

といった考えがあるのではなく、住民が政府にどのようなことを望み、一番自分達

に取って望んだことを行政が実施してもらえるかどうかが最重要で、市町村の組合

せにはこだわりがないということが分かる。  
 

第３節 運営方式と組織構成 

 

観光局の運営と組織構成に関しては、まず、組織形態の違いとして地方自治体直

轄と公社、NPO や商工会などの外部機関への委託という２種類がある。  
両者の違いについては、地方自治体直轄は収入が税金や補助金からのものである

のに対し、外部機関への委託は、地方自治体からの委託金の収入の他に、会員収入、

グッズ販売などの資金調達を外部機関が行うことができ、部局の長の任命は首長に

よってなされるものの、スタッフの雇用や予算枠内での大胆な配分変更についても、

役所的な煩雑な手続を極力少なくすることによって機動的な予算運営を図ることが

可能である。 

                                                                                                                                                                              
14  http://www.mypigeonforge.com/ 
15  http://www.travelportland.com/ 
16  http://www.gophila.com/ 
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前述したように複数の自治体が参加する広域観光局の場合は、外部機関が運営の

受け皿になる。それと、外部機関に業務を委託することによって、その機関が思っ

たような成果を得ることができなかった場合、別の機関に代えることも可能である。

米国人は行政機関にサービスを独占させることに対して拒否反応が強い傾向にある

ため、常に別の選択肢を取ることが可能な形を取ることが多い。  
 
 標準的な観光局の運営方式  
 

自治体直轄   
カウンティ

市  

複数ｶｳﾝﾃｨ 

複数市  

ｶｳﾝﾃｨ市混合  

外部機関（NPO、商工会） 

 
 
 
 
 

外部機関（NPO、商工会）  
 
 
 

次にこれら観光局の運営に関して日本と大きく違う点は、人事制度と組織の改廃

である。  
人事については、観光局の長の多くは、カウンティの長や市長から指名され、議

会から承認を受けてその職に就く「雇われ人」であるということである。よって、

観光局の長は地方自治体の長や議会から観光宣伝について従来以上の業績を上げる

ことを当然期待され、業績を上げることが出来なければ即時の罷免もあり得るとい

うことである。思うような業績を上げられなかった場合については、的確な原因説

明と現状打開策を明確に説明しなければならない。  
局長の前歴を尋ねてみると、広告会社、ホテル業界の営業や他の観光局で経験を

積んだ者がほとんどで地元の生え抜きの人材が少ない。これは地元との馴れ合いの

関係を防ぐためと、よりプロフェッショナルな人材を雇用しているためである。 
局長の下のスタッフについても、局長とまでは言わないが解雇されるリスクがあ

る。スタッフは局長がインタビューを行い直接雇用することがほとんどなので、局

長の意図するように働かないと解雇になることもありうるし、意見が合わず居づら

くなり辞めることもある。これは、局長にも言えることであるが、連邦政府の職員

のように、地方自治体の長が変わり、長の所属政党が共和党から民主党に変わった

り、政策の方針が変わってしまうと、そりが合わないという理由でその部局を去っ

てしまう職員も多い。また、米国の地方自治体の場合、首長が変わるとスタッフも

代わり引継ぎも日本よりもあまり行われないため、たとえ前政権の行ってきた政策

が素晴らしいものであったとしても継続されない場合も多い。ただし、良い点とし
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ては前例踏襲主義に陥らず、思い切った政策を行い劇的な変化を生み出すことがで

きると言うことである。 
組織の改廃についても、米国の場合は決断が早い。成果が上がらないと判断する

と、すっぱりとその部門を全廃することもある。  
 
 

コラム１：州の観光局も廃止される  
 

米国では、住民の意思によって割と簡単に政府の部局が廃止されることもあ

る。観光局が廃止された事例としては、コロラド州が挙げられる。コロラド州は、

米国の中西部にあり、冬はアスペン、ベイルなどの北米最大級のスキーリゾート、

世界最大の温泉プールを持つグレンウッドスプリングス、春から秋にかけてはハ

イキングのメッカであるロッキーマウンテン自然公園や長距離ランナーの高地

トレーニングで有名なボルダーを持ち、沢山の観光客が訪れるが、1993 年にコ
ロラド州民が州にもう観光宣伝をして欲しくないということで行ったホテル税

廃止の住民投票が可決したために、州観光局を維持し観光施策に支払う予算が全

くなくなり、観光局は 2000 年まで廃止されていた。  
その間コロラド州の旅行市場でのシェアは 30％ダウンし、州の観光業界は大

ダメージを受け、結局 2000 年には観光局は復活したのであるが、このような大
胆な決定が行われやすいのも米国の自治体の特徴といえる。  
なお、コロラド州デンバー市は、1976 年冬季オリンピックの開催予定地だっ

たが、住民投票の結果、62％が環境等の悪化の懸念により反対票を投じ、オリン
ピックは中止となった。コロラド州は、訪問してみれば良いところであるのだが、

住民の意識の中には、これ以上観光客に荒らされたくないという意識があるのか

もしれない。 
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観光局の組織構成については、規模の大小もあるが標準的な構成は以下のとおり

である。  
 
 標準的な観光局の組織構成 

 

 

 

マーケティング部門 

セールス部門 

会計部門 

ウェルカムセンター 

広報宣伝 

ホームページ、印刷物発行  

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾗﾝﾅｰへの売込み 

ﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰでの売込み 

招待旅行の企画・実施  

訪問客への情報提供 

出納管理 

局 

長 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  日本の観光部署のような自治体保有の観光施設等の整備・維持管理という仕事は

なく、とてもシンプルである。これは、観光局の設置の目的と目標がはっきりして

いるため、多くの日本の市町村の観光部署のように、商工部門と合体しておらず、

純粋に観光振興について仕事をすることを住民が望んでいるからである。 

 

観光局の職員数については、規模によって様々であるが、人口約６万 1,000 人の

ニューヨーク州ワシントン・カウンティのようにパートタイムの職員１人から、人

口約 57 万 6,000 人のオレゴン州のポートランドのように 46 人だったりとかなりの

開きがあり、観光局にどのような成果を求めるかによって職員数も違う。ポートラ

ンドは、全米規模のコンベンションを誘致するために出先事務所をワシントンＤ.Ｃ

に設置したり、セールスもアジア圏などの海外に目を向けているため職員が多いよ

うである。 

 

第４節 事業活動  
 

観光局の事業活動は、大きく分けるとマーケティング活動、セールス活動とウェ

ルカムセンター活動の３つとなる。米国の自治体では、前述したとおり常に自局の

活動内容や成果について住民に公表し支持を集めなければ組織が廃止される可能性
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が高いため、小規模な自治体を除き、ほとんどの観光局のホームページ上で観光情

報の掲載だけでなくマーケティング・セールス戦略、事業内容や成果について報告

を行っている。 

 

 ア マーケティング活動 

マーケティング活動は、観光局の所管地域内の観光資源、訪問客、旅行市場の動

向について調査・分析を行い、その結果に基づき目標や戦略を作り、ガイドブック

やホームページなどの広報資料を作成し広報宣伝を行っている。日本でも、調査会

社を使いマーケティングを行っているところもあるが、米国ではほとんどの自治体

が調査会社に依頼し、訪問客の人種、年齢層、平均年収、学歴、１旅行当たりの予

算額、平均宿泊日数、居住地などの特徴を把握し、どの対象に広報宣伝を行うかを

決めている。 

米国の旅行の主体は、家族旅行がメインであるため、家族全員が自動車でほぼ無

料の高速道路をドライブした方が飛行機を利用して家族の人数×チケット代を払う

より遙かに旅行費用を節約することができる。また米国では、日本よりもガソリン

代が安いことも、自動車旅行を促進する要因の一つである。バケーションなどで宿

泊を伴うドライブ旅行をする範囲は大体 300 マイル（480km）と言われている。日本

で言うと東京から京都までの距離を約６時間ぐらいかけてドライブをする。よって、

国内の訪問客向けにはこの範囲を中心に広報宣伝をかけている。その他、特にマー

ケティング調査の結果、有望な場所があれば別途広報宣伝を行っていく。 

広報宣伝の対象が決まれば、次にどのような媒体を使うかである。予算にもよる

が、最近の流れとしては、テレビや新聞などの広告を減らして、雑誌やインターネ

ットでの広告の比重を増やしているところが多く見受けられる。米国では、日本よ

りもインターネットでの旅行予約が進んでおり、米国連邦政府の外郭団体である米

国観光業協会17（Travel Industry Association）の 2004 年の調査によると旅行者の

うち 65％がインターネットで旅行予約を行っており、観光地の現地情報の収集につ

いてもインターネットで行う人がほとんどである。よって、観光局の中には、グー

グルで自分の地名に関連する言葉を検索した際に、検索結果の画面の右側に自分の

ホームページの広告リンクが出るグーグルアドワーズと契約している所もある。 

印刷物の発行については、多くの観光局では、一般の旅行者向けの観光ガイドブ

ックとミーティング・プランナー18等向けのミーティング・プランナー・ガイドを発

行している。 

観光ガイドブックについては、一般の旅行者向けの観光地、宿泊施設、レストラ

ン、ショッピング、娯楽施設、観光地などの情報が掲載されている。 

 

                                                        
17  http://www.tia.org/index.html 
18  ミーティング・プランナーとは、ある大企業や業界団体が会議や研修をする際にこれらの開
催場所、スケジュール、開催準備などを総合管理する業者で、欧米では大企業や業界団体には

大体ミーティング・プランナー会社と契約しているところが多い。  
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テーマパーク「ドリウッド」の夜景

お得な共通クーポン券  

コラム２：ピジョン・フォージの観光ガイドブック 

ピジョン・フォージは、テネシー州の南東部に位置し、自然公園としては全米で

一番観光客が訪れるスモーキーマウンテンの麓にあり、人口は約 5,600 人の小さな

街である。しかし、この街には、全米のバス旅行会社の団体であるモータコーチ・

ネットワークの全米アトラクショントップ 10 では第７位で、ディズニーランドをさら

に米国南部の伝統的文化風にアレンジし、テネシーが生んだ米国内では有名なカント

リー歌手ドリー・パートンを広告塔として宣伝しつつ、園内ではやカントリーミュー

ジックを交えたショーが楽しめるテーマパー

ク「ドリウッド」を擁している。ちなみに、

2007 年の年間宿泊客は 325 万 9,029 人を誇っ

ている。 

このピジョン・フォージの観光ガイドブッ

ク19は、とてもカラフルかつコンパクトにま

まとまっていて、最初のページをめくると、

ピジョン・フォージ内の観光施設の共通割

引クーポン券が付いており、いちいち施設ご

とのクーポン券を持って行かなくても、この

券一枚だけで割引が受けられるようになって

いる。また、その他にも行事表、娯楽施設、

宿泊施設、レストラン、ショッピング、ウエ

ディング施設のすべてのリストが載っている

にも関わらず、大きさは、縦 22.5cm、横 13.5cm

とコンパクトなサイズで厚さ 5mm、総ページ数

120 ページとなっている。 

ピジョン・フォージは、テーマパークの他

にも巨大なアウトレットモール、夜はマジッ

クショーからキリストの復活を描いたミュー

ジカル、屋内でロデオや馬のショーが楽しめ

るディキシー・スタンピードーショーなど家

族が楽しめるアトラクションが沢山あり、か

つホテルも２星以上で１泊（１室）29 ドルか

らあり、米国南部文化に触れつつ割安でバケ

ーションを楽しみたい家族連れにとっての強

い味方となっている。米国を旅行してディズ

ニーランドやラスベガスの作り物感に飽きた

人には、本物の自然とほのぼのとした雰囲気のピジョン・フォージを訪ねることを

おすすめする。 
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観光パンフレット等への広告掲載は日本でも始まっているが、米国では観光ガイ

ドブックへの企業の広告掲載を積極的に働きかけており、電話帳のようにお金を払

えば企業の写真や文字がガイドブックに大きく載るようになっている。オレゴン州

のセーラム観光コンベンション局においては、当局の会員にならなければ、ガイド

ブックの観光施設リストにも施設の情報を載せないことにしている。このように政

府からの予算だけでなく、他からの収入も観光局が確保していくことを住民から強

く求められているところもある。セーラムの例は米国においても希有ではあるが、

米国民の政府に対する考え方の一端がうかがえる。 

 

また、観光ガイドブック作成と小規模グループの誘致のみを行っているところを

除く、多くの観光局では、大規模旅行を計画している団体、旅行業者、コンベンシ

ョン斡旋業者向けに地域のコンベンションホールの規模、ホテルの規模、レストラ

ン、観光施設の情報が掲載されているミーティング・プランナーガイドを発行して

いる。 
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コラム３：ピジョン・フォージのミーティング・プランナーガイド 

 

観光ガイドに続き、よくできたミーティング・プランナーガイドの具体例としてピジョ

ン・フォージのものを紹介する。ピジョン・フォージのミ

ーティング・プランナーガイドは、スペシャルイベント、

娯楽施設、レストラン及びケーターリング、ショッピング、

宿泊施設の紹介となっており、紹介項目については観光ガ

イドブックとほぼ変わらない。ただし、紹介内容を見てみ

ると、例えばホテルについては、収容人数、団体割引適用

人数、荷物の部部屋への運び入れ運び出し料、旅行会社へ

の予約手数料、季節及び曜日ごとの宿泊料金表が掲載され、

団体旅行を扱うミーティング・プランナーなどがすぐにど

のくらいの費用がかかるか計算しやすいようになってい

る。 
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また、レストランについても、席数や平均単価は当然として 25 人以上の団体を連れ

てきた場合は、２人分の料理は無料にするなどの具体的な割引についての条件も書いて

あり大変親切である。 

 

ミーティング・プランナーガイドのサイズについては、観光ガイドブックと違い、大

きくなっており縦 27cm×横 23cm で、総ページ数 67 ページ、厚さ７mm となっており、

文字もガイドブックより大きく、机の上に広げて書き込みし易くなっている。なお、私

の経験では、ミーティング・プランナー達は、企業や団体のエグゼクティブと観光産業

を結ぶ役割を果たしているせいか、割とお年を召した方が多かったので、これらの人々

に読みやすいようにミーティング・プランナーガイドは作られているのではないかとも

思った。 

なお、宿泊料金表で日曜日から木曜日の期間が別に区分されているのは、米国では旅

行の主力が家族旅行であり、家族旅行をする際は、金曜日から日曜日の朝まで宿泊する

パターンが多いので、カンファレンスなどのイベントは、週末は行わないことによるも

のである。 
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 イ セールス活動 

セールス活動については、小規模グループ、大規模グループの誘致によって売り

込み対象が異なる。 

小規模グループの誘致については、家族旅行や個人旅行を取り扱う旅行業者や一

般客が集まるトラベルショーなどでブースを出展し、観光ガイドブックやパンフレ

ットなどを使いながらブースの訪問者に対する広報宣伝を兼ねた売り込み活動を行

う。小規模グループの誘致の最近の興味深いトレンドとしては、所得が高く教養レ

ベルも高いゲイとレズビアンの旅行客の誘致を進めているところが増えていること

である。フィラデルフィア市観光委員会によれば、2004 年にフィラデルフィアを訪

れたゲイ訪問客の一日の平均支出額は、233 ドル（2 万 3,300 円）に対して、一般訪

問客は、101 ドル（1 万 100 円）だったとのことで、同性愛者団体への売り込みを積

極的に行っている観光局もある。（カリフォルニア州のパームスプリングスが有名） 

大規模グループの誘致の場合は、コンベンションの主催者、コンベンションなど

の開催のコーディネイトを行うミーティング・プランナー、グループ旅行を取り扱

う業者（国内の団体旅行はバス旅行が主体となるため、バス会社への売り込みが多

い）などが対象となり、これらの対象が集まるコンベンションへ参加して、ミーテ

ィング・プランナーガイドを使いながら、地域の長所、魅力（例、ホテル宿泊費の

安さ、娯楽施設の充実度、素晴らしい風景など）をアピールしながら売り込みを行

う。第１節で述べたとおり、米国では様々な業界団体が市町村、カウンティ、州、

複数州、又は全国レベルでコンベンションを定期的に開催し、そのコンベンション

では日本と違って参加者の家族も多数同伴するので、子供や配偶者達が楽しむこと

のできるレクリエーション施設、ショッピング施設及びレストラン施設への経済波

及効果が著しく高い。一例をあげれば、ある全国規模のコンベンションでは、開催

地の歴史ツアー、水族館ツアー、野球観戦ツアー、クルーズツアー、ゴルフコンペ、

観劇ツアー及び都市開発見学ツアーがコンベンションの開催期間前・中・後にセッ

トされ、ボランティアがガイドを務めているので、旅行社のツアーよりも割安で開

催地の観光を楽しむことができるようになっている。 

このようにコンベンションを開催する旨みが大きいので、地元観光業界から観光

局へのコンベンション獲得の期待と要求がとても強い状況になっている。 

また、開催されるコンベンションの種類について日本と違うのは、キリスト教を

中心とする宗教団体や軍関係のコンベンションが多いことである。 

小規模、大規模グループ両者に共通するセールス活動としては、ニッチ・マーケ

ットと呼ばれる潜在的に需要があるがまだ掘り起こされていない分野の市場開拓の

ために、自分の地域の特質に合わせた特定の趣味を持つ人達の団体への売り込み、

および旅行業者や旅行作家などへの招待旅行がある。 

ニッチ・マーケットについては、それぞれの地域によって「売り」となる特徴が

異なるため、例えば山に囲まれた地域であれば、釣り、マウンテンバイク、カヤッ
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キング、ロッククライミングなどをニッチとして、これらの団体が集まるカンファ

レンスにブース出展したり、広告を掲載したりして売り込みをかけていくことにな

る。 

招待旅行については、ファムトリップ20（Familiarization Trip）と呼ばれ、観光

局が旅行業者や旅行作家にその地を訪問してもらい、良さを体験してもらうもので

あり、日本においても行われているが、米国の場合には招待旅行の企画の段階で、

地元ホテルに招待旅行を開催した際の宿泊施設、レストランや観光施設に対し食事

や施設の無償提供の可否を問い合わせ、そこが決まり次第、計画を作成し、旅行業

者等へ通知を行い開催するものである。観光局の予算の持ち出し分については、招

待状の印刷・発送にかかる通信運搬費とバス借り上げ料ぐらいで、バス借り上げに

ついてもホテル側がバスを無料で提供する場合が多い。 

ホテルや観光施設側としてみれば、自分の施設に招待客が来て気に入ってくれれ

ば、お客が沢山入ってくれるため、招待客の費用を自腹で負担しても自分の施設に

招待旅行の一行に来てもらいたいということなので、行政側はあくまでも、招待客

を招きたい観光施設からの要望をまとめ上げて招待旅行をコーディネートするので

ある。ゆえに、招待旅行の企画時に地元の観光業界が施設を無償で提供してくれな

ければ、たとえ招待旅行の開催について要望があったとしても行わないということ

もある。 

なお、小規模グループの誘致を目的とする場合の招待旅行については、旅行作家

の招待を優先する傾向にある。個人が旅行を企画する際に最も参考にするものとし

ては、１に口コミ、２に旅行雑誌などへの掲載記事、３に広告という順番であり、

読み飛ばされてしまいがちな広告宣伝にお金を沢山かけるよりも、旅行作家に来て

もらい、旅行雑誌などに記事を掲載してもらった方が、広告宣伝よりも安くあがる

上に効果も高いということである。観光局の中には、旅行作家を自局の職員に登用

し、その人物のコネクションを生かして他の旅行作家に取材の誘致を行っていると

ころもある。ただし、旅行作家を招待したからと言って必ずしも、記事が旅行雑誌

に載るというわけではない。なぜかというと、米国の旅行雑誌は専属の記者を持た

ず、フリーランスの記者がほとんどなので、記事を書いても旅行雑誌側の方で掲載

を了承しなければ、その記事は世に出ないことになる。掲載されるとしても掲載時

期を指定することは難しいが、一旦記事が掲載されれば大きなメリットがあるので

積極的に招待を行うものである。 

なお、米国の新聞においては、毎週末にトラベル特集を掲載しているが、新聞記

者を招待旅行に招待することは倫理規定上認められていないので、新聞記者が取材

に来てトラベル欄に記事を書いてもらうことは、旅行雑誌等に記事が載るよりもス

テータスが高い。 
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コラム４：物産振興をしない米国観光局 

日本では、観光局がデパートの催し物会場などで、○○展や××フェアと称し、地

域の食品などを特産品としてアピールしながら観光パンフレットを配ったりしてい

るのを見ることがよくあるが、米国の観光局ではこのような物産展はしておらず見た

ことがない。その理由としては、以下の事が考えられる。 

第一に、目的の違いである。米国の観光局の存在目的は訪問客の誘致であり、その

運営費の多くは、ホテル税の収入から出ている。よって、ホテル業界との結びつきが

強く、ホテル宿泊客を増やすことによってのみ、その存在を認められる。よって、地

元からの要望もなく、誰も観光局に望んでもいない物産振興についてはやっていない

のである。 

第二に、デパートの業態の違いである。米国のデパートには、日本のデパートと違

って食料品街や銘店街などがない。どこの高級デパートを見ても、レストランはある

が食料品売場はない。客寄せのための日本的な物産展という発想自体がない。 

第三に、米国民が日本人と比べて、食材の鮮度や調理方法などにそこまでこだわっ

ていないということもあげられる。日本であれば、肉であれば松阪牛や米沢牛、蟹と

言えば越前蟹といったこだわりを見せ、わざわざ現地に旬の食材を楽しみに行く人も

多く、ご当地ラーメンを食べに旅行に行く人も沢山いるが、米国では確かに、クラム

チャウダーならばニューイングランド地方、蟹と言えばメリーランドといった所もあ

るが、日頃食べている食生活を見ても、ピザやサンドイッチが多く、日本の様に食材

にまでこだわり、色々な食材を食べるという意識が薄いように思える。 

第四の理由は個人的な感想が強く出てしまったが、とにもかくにも米国の観光局で

は、物産振興をやっておらず、目的に単純かつ忠実に観光プロモーションを展開する

米国の観光局の働き方が分かっていただけると思う。 

 

 

ウ ウェルカムセンター活動 

ウェルカムセンター（Welcome Center）は、大体朝８時から夜６時までの営業

時間で、訪問客への観光情報の提供を行っている。ウエルカムセンターに入ると、

ボランティアスタッフが数名待機し、地域の観光資源についての説明を行ってい

る。ウエルカムセンターには、地域の総合観光パンフレットの他に、宿泊施設、

娯楽施設、レストランなどの割引券を含んだ、大体 23cm×10cm 大の長方形のパン

フレットが棚に収まっており、訪問客が自由に資料をとることができる。米国の

場合は、一部を除きほとんどが車社会なのでウェルカムセンターを複数作る場合

は、街の入口の道路沿いと中心街とに設置することが多い。訪問客は街の入口の

ウェルカムセンターで、トイレ休憩をし、その後、観光情報の収集を行う。 
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ト  

 

 

第５節 予算  
 

（１）収入 

  観光局の運営費

税収によるものが

  

 ア 税収入 

  ホテル税 21、売

 

ﾋﾟｼﾞｮﾝ･ﾌｫｰｼﾞ ｳｴﾙｶﾑｾﾝﾀｰと観光施設のパンフレッ
 

 

用となる収入源については、おもに地方自治体からの観光関係の

多いが、詳細について以下に述べる。  

上税、娯楽税（Amusement Tax）などの特定の税収入を観光局の運
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営に充てている。地方自治体によっては、特定の税収入のすべてを観光局の運営予

算としてもらっているところもあるが、ほとんどが毎年予算折衝を行い、運営予算

額を決めている。  
 

  ・ホテル税（Room Occupancy Tax） 

ホテル税について、米国においては多くの市やカウンティ政府においてホテル

税を導入しており、ホテル税収入から観光振興のために予算が使われることには、

米国市民にとって違和感がないようである。その理由としては、ホテル税は滞在

者が払うもので、住民が払うものではないことと、その税収が観光振興に使われ、

滞在客を増やすための事業に使われるのであればホテル業界からも不平がでない

ということである。観光局の中には、政府からホテル税の収入のうち固定した比

率が観光局の予算になっている所（ウエストチェスター・カウンティ観光局）も

あり、完全歩合制で努力した分だけ予算も増えて、職員の給料も上げやすくなる

といったメリットもある反面、不況時等どんなに努力しても落ち幅が大きい場合

においては、事業も大幅に縮小せざるをえなくなり、かつ観光局の予算は、一部

を除き人件費が多くの部分を占めるので、給与も大幅カットとなり、良い人材が

集まりにくくなり、ますます業績が下がるという悪循環に陥りやすい。ホテル税

の税率についてはまちまちで、どんな施設も一律の１％（サラトガ・カウンティ、

ニューヨーク州）から宿泊代の５％＋宿泊代に応じて 50 セント～２ドルが加算さ
れるもの（ニューヨーク市）まで、様々な形態を取っている。一般に観光地ほど

ホテル税率が高くなる傾向があるが、訪問客誘致のためにあえてホテル税率を下

げている人気観光地もある（2.25％：ピジョン・フォージ、テネシー州）。  
 

  ・売上税（Sales Tax） 

   売上税については、呼称は違うが実質ホテル税と全く同じでホテル宿泊者から

一泊につき幾ばくかの税を徴収しているものである。売上税を徴収している地方

自治体では、売上税の税率は、売上の種類によって異なっている。例えば、フロ

リダ州のマーチン・カウンティ（Martin County）においては、観光振興のために
ホテル等の宿泊客から売上税のうちの一つとして観光客開発税（ Tourist 
Development Tax）を４％徴収しているが、これ以外の物品等の売上げにかかる売
上税率は、6.5％となっている。  

 
  ・娯楽税 

   娯楽税については、テーマパーク、劇場、ゲームセンターなどの娯楽施設の入

場料にかかるもので、税率は２％のピジョン・フォージ（テネシー州）、や８％の

シカゴ（イリノイ州）など、まちまちである。 

 

 イ 助成金・補助金 
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州政府からの助成金・補助金については、まず助成金は、州政府が各地域の観光

局に運営費用として支払うもので、観光振興のために使うのであれば使途について

の細かい縛りはないのが普通である。この制度は、地方自治体がホテル税を徴収し

ていないが、州内の地域ごとに観光局を持っている州で行われている。具体的には、

コネチカット州のようにカウンティ政府が存在せず、地域の観光振興を行う機関を

州がバックアップしている場合に用いられている。 

補助金については、マッチング・ファンド（Matching Fund）と呼ばれており、い

わゆる日本の補助率 50％の補助金である。補助条件としては、使途が細かく指定さ

れておらず、観光振興に繋がるものであればどのようなものにでも使うことができ

る。 

 

 ウ その他収入 

  その他の収入については、他の自治体からの委託料収入、会員収入、寄付金収入、

広告収入、スポンサー収入、グッズ収入などである。ほとんどの観光局の運営予算

にこれらの収入が入っていると思われる。前述したように米国の行政機関は、税金

からの収入だけでなく様々なところからの収入を増やすよう住民から日本以上に求

められているため、様々な手段を取りつつ収入を得ようとすることが多い。 

 

  ・委託料収入 

   他の自治体からの委託料収入であるが、「第２節 組織」で触れたように観光局

の中には、他の自治体の広報宣伝について受託契約を実施しているところもある。

地域の中核都市の観光局に周囲の小さな自治体が広報宣伝の委託を行っているか

たちが多い。 

 

  ・会員収入 

会員収入であるが、自治体が直轄で観光局を運営している以外の、ＮＰＯや商

工会などの外部機関に運営を任せているところは、ほとんどが会員制度を設けて

会費を徴収している。会費の額については、観光局によってまちまちであるが、

運営予算を地方自治体からの税収入だけに頼るのではなく、地元の観光業界関係

者に積極的に観光局のマーケティングやセールス活動に参加してもらい、観光局

と観光業界との関係を密にさせるために、議会が観光局に会費の徴収額について

一定の義務づけを行っているところもある。具体的には、ニューヨーク州のサラ

トガ・カウンティ観光コンベンション局では、全収入の 15％以上は会費及び会員

からの寄付金収入でなければならないという条件がある。どんなにホテル税収入

が上がっても、会員を増やしたり、寄付を募らないと予算を増やすことはできな

いので、観光局側としては地元の業者と常日頃から連絡を取り、自分達の存在、

目的、必要性をアピールしていく必要がある。会員制を取っている観光局では、

大概月に１度業界団体との会合を行い、説明を行うともに新規会員の募集も行っ
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ている。会員になるメリットとしては、観光局がトラベルショーなどで出展する

ブースへの参加、ミーティング・プランナーなどから観光局へホテルの照会があ

った際の情報提供、観光ガイドブックへの広告掲載料の割引、ミーティング・プ

ランナーなどへの招待旅行開催の際のパーティへの招待、観光産業のトレンド情

報を発信するメールマガジンの配信、観光局発行の各種ガイドなどの無料提供な

どがある。 

 

・寄付金収入 

サラトガレストランウィークの広告 

寄付金収入については、会員からと会員外からのものがあり、中には資産家か

らの寄付も僅かながらあるようであるが、たいていの場合は、地元で特別なイベ

ントを行う場合に広報宣伝の必要経費をイベントに関連する業界の人々から寄付

を集める形が多い。

例えば、サラトガ・

カウンティにおい

ては、サラトガ市で

毎年春・冬の閑散期

に２回、レストラン

がレストランウィ

ークという、割安で

固定した値段でコ

ースメニューを提

供するイベントが

あるが、開催の利益は主にレストラン業者にあるため、このイベントの広告宣伝

経費は、レストラン業界からの寄付によって賄われている。 

 

・広告収入 

広告収入については、ガイドブック、カレンダー、ガイドマップ、ホームペー

ジへの広告掲載に対する観光業者からの収入である。 

 

・スポンサー収入 

スポンサー収入については、特別イベント、ガイドマップ、封筒、バッグ、ニ

ュースレターなどへのスポンサーを募るものである。 

 

・グッズ収入 

グッズ収入については、地域の知名度を上げるための販促用に野球帽やＴシャ

ツなどを作り、トラベルショーなどでゲストにお土産として配るものを一般客相

手に販売しているもので、米国ではお馴染みのものである。 
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（２）支出 

 

  観光局の支出については、大まかに分けて人件費、事務所運営費、マーケティング

関係経費、セールス関係経費、旅費等に分けられる。 

 

 ア 人件費 

  人件費については、職員の給与、退職金引当金、福利厚生費などである。 

米国の観光局職員の給与については、日本のようにどこの役所でも勤務年数でほ

ぼ横並びになっているわけではなく、単純比較はできないのであるが、参考までに、

人口約 94 万人のニューヨーク州ウエストチェスター・カウンティを見てみると、フ

ルタイムの観光局長で 2006 年の年収が税込み 11 万 3,860 ドル、副局長で８万ドル、

会計担当で４万 633 ドル、週 20 時間のパートタイムのマーケティング課長で３万

7,000 ドルとのことであった。ウエストチェスター・カウンティの観光局の給与につ

いては、政令指定都市の職員と同程度のようである。また、同じニューヨーク州の

人口約７万 3,000 人のサリバン・カウンティ（Sullivan County）の観光局長は、2007

年の年収が６万 3,326 ドルで、同じ観光局長とは言っても待遇の差が大きい。 

 

 イ 事務所運営費 

事務所運営費については、事務所賃貸料、消耗品費、備品購入費、通信運搬費、

役務費、事務所保険料、清掃委託費などである。 

 

 ウ マーケティング関係経費 

マーケティング関係経費については、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌への広告掲載

料、広告のデザイン、制作についての広告会社への委託料、ガイドブックなどの印

刷物の印刷経費、広告の制作、ノベルティグッズの製作費などである。 

 

 エ セールス関係経費 

セールス関係経費については、各種観光関係団体の登録料や年会費、各種観光団

体が開催するコンベンションなどへの参加出展料などである。 

 

 オ 旅費 

旅費については、マーケティング活動及びセールス活動に係る出張旅費となる。

対象としては、ミーティング・プランナーや旅行業者が集まるコンベンション等へ

の参加出席のための費用となる。 

 

 

 

コラム５：観光業界との連携 
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  観光局にとって地元の観光業界との連携を高めていくことは、日本においても重

要であるのだが、米国にとってはより重要な意味を持っている。つまり、自分達が

どのような活動をし、地元にどういった利益をもたらしているのかを説明し、観光

業界が何を望んでいるのかを充分に意見交換を行い、訪問客を増やしていくための

方策について論議を行い、新しい観光宣伝やセールス活動を行っていく。 

よって、観光局では少なくとも四半期、多い場合は月に一度、ホテル業界、レス

トラン業界、アトラクション業界とともに会合を持ち、意見交換を行っている。 

 例えば、テネシー州のピジョン・フォージでは、1990 年から客足の途絶える冬期

間の 11 月から２月の間に、街中をライティン

グしてツアーバスを走らせ、音楽やカウボー

イイ ベ ン トを 行 う ウィ ン タ ーフ ェ ス タ

（Winterfest）を始めて大成功を収めた。こ

のウインターフェスタをやることによって

1990 年の冬は、6,733 万ドルの観光客の支出

があり、失業率も、ウインターフェスタ前の

年が、13.8％だったものが、2007 では、5.1％

までに落ちている。これは、元々ピジョン・

フォージの観光局が、冬場に仕事がない現状

を打開しようとして、月一回の定例ミーティングの中で、参加者に打開策の意見を募

ったところ、街をライトアップする提案が出され、観光局が観光業者やピジョン・フ

ォージ市政府にかけあうことによって、街中の電灯や建物をライトアップし、夜のツ

アーバスを走らせるようになり、沢山の観光客を集めることができたという連携の成

功例である。今では、2006-2007 年シーズンの観光客支出額は、始めた年の約３倍の

2 億 1,227 万ドルとなっている。 

 

 

 

コラム６：州政府との連携 

州政府と地方自治体の観光局との連携については、主に広報宣伝と補助金・助成金

による支援の２つが挙げられる。広報宣伝に関しては、メディア媒体への広告掲載ス

ペースをカウンティ・市等のために州が広告業者と交渉し安く提供してもらう共同広

告事業への参加、州の海外事務所及び州が契約した外国での広告宣伝契約業者への広

告宣伝資料の提供、州のウェルカムセンターでのガイドブックの配布、コンベンショ

ンでの州政府との共同ブース参加などがある。また、州によっては毎年州内で州観光

フェアを行っているところもあり、それに参加しブース出展を行うところも多い。 

 例えばテネシー州のピジョン・フォージでは、ドイツやイギリスからの観光客の誘

致を図るために、テネシー州政府がプロモーション契約を結んでいるイギリスとドイ

- 23 - 
 



ツの業者に併せてピジョン・フォージの売り込みを依頼しており、また、テネシー州

知事主催観光カンファレンスにブース出展を行い、旅行業者やミーティング・プラン

ナーなどへの売り込みやネットワーク作りを積極的に行っている。 

 

 また、テネシー州の観光ガイドブックにも、７ページにわたって広告スペースを買

い取り、そのうち５ページ半については、ページの上部分にピジョン・フォージのシ

ンボルマークを入れる代わりに観光業者に割安に広告スペースを提供している。下図

が実際の観光ガイドブックであるが、左のページの赤線の部分がピジョン・フォージ

のシンボルマーク、無料問い合わせ番号とインターネットのアドレスで右側の文字情

報だけが並んでいる観光施設のリストと比べると格段に興味をそそられる。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 成果報告 
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成果報告は常に存在意義を問われ

ている観光局が行っている活動の中

である意味最も重要な活動の一つで

あると言える。米国社会は移民が多

い社会なので、日本のようにお互い

を察し合うことを重視する社会では

なく、また、わざわざ政府に税金を

徴収させて行っている訪問客誘致に

ついて、何らかの成果について説明

がないと、すぐにその様な機関は廃

止されてしまう。よって、どの観光

局もこの成果報告書をいかに読みや

すく、いかに成果が上がっているか

が分かるように報告書を作ることに

腐心している。 

ｻﾗﾄｶﾞｶｳﾝﾃｨ ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ観光局 2007-2008 成

果報告書 

上は、ニューヨーク州サラトガカウンティ コンベンション観光局が発行した成果

報告書で、４ページ構成の新聞紙スタイルを取っている。カラー写真も豊富に使い

とても見やすい。 

その他の観光局の成果報告書についても、サラトガまではいかないまでも、ガイ

ドブックと同じ高級な紙質、カラー刷りの成果報告書を作っている所が多く、成果

報告書への力の入れ方が分かる。 

次に成果報告書の内容について紹介するが、昨年と比べてどのように成果が上が

ったかについて指標を用いて説明を行っている。 

以下に、成果指標としてよく挙げられるものについて紹介する。 

 

・ホテル税や売上税などの税収入額 

訪問客数については、日帰りも含めて正確な統計を取ることは困難で、推計を

行うにも外部機関に調査委託をしなければならず、調査費用もかかるので観光者

数の集計を行っている所はほとんどない。税収入額であればホテルや観光施設が

脱税をしない限り毎年正確な値が得られ、訪問客数の増減も概ね関連しているの

で訪問者数の推測を行うことができる。この額を比較することによって地域のホ

テル業界がどのくらい繁盛しているのかが分かり、税率やホテル数が変わらない

状態で税収入額が上がれば、観光局のプロモーション活動が成功しているとアピ

ールする良い機会になる。 

 

 

・広告費用１ドルあたりの収入税額 
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投資効果を把握するための指標として上記税額を広告宣伝費で割って、広告宣

伝費１ドルあたりの税収入額を基準にして昨年と比較している所もある。１ドル

あたりの税収額が上がれば、観光局はホテル業界に対し、自分達は如何に効率的

に広告宣伝を行って訪問客誘致に努めているかをアピールすることができる。 

 

・コンベンション予約件数 

観光局のマーケティングや

セールスの働きぶりを評価す

るための指標としてコンベン

ション予約件数が載っている

報告書も多い。 

 

 

 

 

 

 

ポートランド観光局年次報告書 2007-2008  

 

・１コンベンション当たり平均費用 

１コンベンションに係る宿泊費用、食事代の概算の費用を積算し、コンベンシ

ョン数で割った額が、１コンベンション当たり平均費用である。誘致したコンベ

ンションの件数が、例年と同程度で、この平均費用が、例年の平均費用よりも上

がれば、観光局がより大きなコンベンションの誘致に頑張っているということを

アピールできる。ただし、地方自治体の規模が大きくなればなるほどコンベンシ

ョンホールやホテルの数も増えて全てのコンベンションにかかる費用を把握する

ことが困難なため、小規模の地方自治体等でこの数値を使うところが多い。 

  

・ホームページアクセス数 

 訪問客のほとんどがインターネット上で旅行情報を取る現在、訪問希望客に魅

力的なホームページを作成しなければ、訪問者数を伸ばすことは不可能である。

そのため、常にホームページを改良しながらアクセス件数を増やすことが観光局

の重要な責務の一つになっている。 
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  なお、成果報

ため、観光局の

ランと呼ばれる

 

第７節 ウエスト

    (Westch

 

ピジョン・フォージ 2007 報告書（ホームページ訪問数）
告書については次年度の予算折衝のための基礎資料として使われる

中には、来年度予算獲得のためのマーケティング・セールス戦略プ

事業の計画書の中に盛り込まれていることも多い。 

チェスター・カウンティ観光局の紹介 

ester County Office of Tourism) 

 カウンティ・市等の観光局の

活動内容について、ニューヨー

ク州のウエストチェスター・カ

ウンティを紹介する。 

 

ア ウエストチェスター・カウ

ンティの概要 

 ウエストチェスター・カウン

ティは、ニューヨーク州の南東

部にありニューヨーク市の北部

と接しており、ニューヨーク市

からの交通の便が良くベッドタ

ウンや高級住宅地が多くなって

いる。域内には 48 の市町村（９ 

シティ、19 タウン、20 ビレッジ）

があり、面積は 1,295 ㎢で人口

は約 92 万人である。観光資源と

しては、ハドソン川渓谷の歴史

的な建物（大富豪ロックフェラ

ー家の邸宅 「カイカット」など）、

美しいハドソン川流域、果樹園

- 27 - 



やワイナリーなどがある。 

 

イ ウエストチェスター・カウンティ観光

局22の存在意義 

 「ウエストチェスター・カウンティ観光

局は、ウエストチェスター・カウンティの

公式観光プロモーション組織で、レジャー

旅行やビジネス旅行のプロモーションを行

うために存在する。」と明記されている。観

光プロモーションの対象は、小規模・大規

模グループ両方ではあるが、カウンティの総ホテル税収入の 15％が観光局の運営予

算になるように定められているため、ウエルカムセンター活動以外は、ホテル税収

入が効果的に上がる大規模グループにウエストチェスター・カウンティ内のホテル

に泊まってもらうための、広報宣伝・セールス活動を行うことが目的となっている。 

ハドソン峡谷に臨むロックフェラーカイカット邸 

 

 ウ 組織 

  ウエストチェスター・カウンティ観光局は、ウエストチェスター・カウンティ政

府の経済開発部に所属しており、観光局のスタッフの人数は、インターンを除き６

名で、内訳は局長１名、副局長兼セールス担当１名、マーケティング課長１名（週

20 時間のパートタイム）、会計担当１名、インフォメーションセンター・マネージャ

ー（パートタイム）２名とインターン数名となっている。 

 

ウエストチェスターカウンティ観光局の組織構成 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

副

局

長

兼

セ

ー
ル
ス
担
当

マ

ｲ

（

（

（

局 

長 

 

 

 

局長は、カウンティ・エグゼク

年 3 月時）にあるシニストア局

 

 

ーケティング課長
会 計 担 当

ﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ・ﾏﾈｰｼﾞｬｰ２名 

季節運営のウエルカムセンター担当） 

於：ﾌﾞﾛﾝｸｽﾘﾊﾞｰ・ﾊﾟｰｸｳｴｲ (６/22～8/26））  

於：ﾍﾞｱｰﾏｳﾝﾃﾝ・ﾌﾞﾘｯｼﾞ・ﾛｰﾄ （゙５月～10 月））

ティブから任命されるが、2007 年から現職（2009

長の前職は広告会社のセールスディレクターで、
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頭脳明晰で弁舌に長けており、その実績を買われ、前局長よりスカウトされたと

のことであった。米国の観光局の長に求められる素養としては、明確なプランを

持ち、スタッフを率いて力強く積極的にセールスを行えることであるが、確かに

シニストア局長も観光局長にふさわしい優秀なリーダーであると感じた。副局長

以下については会計担当を除き、局長がインタビューを行い、雇用を決定する。

会計担当については、カウンティ政府が一括に雇用して各事務所に配置する方式

を採っている。 

   なお、副局長がセールス担当を兼務しているのは、観光局が団体の宿泊客を増

やしていくことが至上命題であるため、ミーティング・プランナーの要望を正確

に捉え、ホテルとの間を上手に取り持つことのできる優秀な人材を採るために、

より高い給料が支払われる副局長の職を準備したようである。2009 年 3 月時の副

局長であるラベリー氏は、ホテル業界で十数年の間勤務しており前職はセールス

ディレクターであったとのことである。 

   限られた予算で観光局を運営するため、局長が広告宣伝関係のプロで副局長が

セールスのプロである一方、マーケティング課長はパートタイムという割り振り

になっている。 

    

 

 エ 事業活動 

 ウエストチェスター・カウンティ観光局は、大規模グループを誘致することを

メインの目的とし、マーケティング活動及びセールス活動を行っている。 

  ・マーケティングターゲット 

ウエストチェスター・カウンティがターゲットとする大規模グループ旅行者層

としては、ビジネス旅行層とレジャー旅行層となる。 
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メインターゲットエリアについては、ウエストチェスター・カウンティから半

径 400 マイル（640km）圏内で、最近では例外的に 800 マイル（1,280km）離れた

シカゴもターゲットとして、広報・セールス活動を始めているとのことである。 

ビジネス向けの広報については、主にミーティング・プランナーが集まるトラ

ベルショーや業界団体（金融業協会、教職員組合、保険業界組合、宗教関係団体

など）が集まるカンファレンスにおいてブースを構え、ミーティング・プランナ

ーガイドなどを使った対面での広報・セールス活動となる。 

レジャー旅行に関しては、バス旅行でウエストチェスター・カウンティを訪れ

る 65 歳以上の高齢者、ベビーブーマー層23に狙いを定めている。 

 

  ・広告掲載 

広告の掲載に関しては、44 種類の新聞、雑誌、インターネットに掲載している

が、種類としてはバケーション関係、女性向けの家庭・リビング関係の媒体を使

っている。これらの媒体の中で資料請求が多かったものの上位 10 位について見て

みると、 みると、 

順位 順位 媒体名 媒体名 種別 種別 資料請求数資料請求数

１位 ｸﾞﾚｰﾄ・ﾊﾞｹｰｼｮﾝ・ｹﾞｯﾀｳｪｲ 

 

旅行 7,555

２位 ファミリーサークル 女性、家庭 2,236
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３位 ベターホーム＆ガーデンズ 女性、家庭 2,205

４位 アメリカズ・ベストバケーションズ 旅行 2,112

５位 24/7 バケーションズ.com 旅行 1,888

６位 レディズ・ホームジャーナル 女性、家庭 1,428

７位 レッドブック 女性、総合 1,212

８位 ミッドウエスト・リビング 

 

女性、家庭 1,106

９位 ゲストクエスト 旅行 1,098

10 位 ニューヨーク・ビジターズ・ネットワーク 旅行 608

 

  女性向けの媒体への広告掲載が多いのは、女性の方が旅行に関心を持ち、家族の

中でも旅行先の決定権をもっているからであると、シニストア局長のコメントがあ

った。よって、女性が旅行先をウエストチェスター・カウンティに決めれば漏れな

く夫と子供が付いてくるということである。 

 

 

  ・印刷物、ホームページによる情報発信 

   自らの観光情報の発信源としてウエストチェスター・カウンティ観光局では、

印刷物とホームページを作成し情報発信を行っている。 

印刷物については、以下の 11 種類を作成している。 

・ウエストチェスター・トラベルガイド（総合案内ガイドブック） 
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・ウエストチェスター・カウンティカレンダー 

・アウトドア・アドベンチャーガイド 

（サイクリング、ボーティング、フィッシング、キャンピング、バードウォッ

チング、ゴルフ、クロスカントリースキーなどのガイド） 

・ガーデンズ（庭園）ガイド 

・アンティークガイド（アンティークギャラリー、ショップ、イベント） 

・アートギャラリーガイド 

・アフリカ系アメリカ人歴史の小径ガイド 

・ゴルフ場ガイド 

・ハイク＆バイキング（ハイキングとサイクリング）マップ 

・英語版ツーリズムマップ 

・スペイン語版ツーリズムマップ 

 

ただし、作成予算に限りがあるので毎年発行しているものは、トラベルガイドと

カレンダーである。この両者については、日本でも行っているが、広告を観光業界

から集めて、総作成費に占めるカウンティからの支出の割合を減らすよう努力して

いる。 

トラベルガイドとカレンダー以外のガイド及び地図でよく引き合いがあるのは、

「英語版ツーリズムマップ」、「アウトドア・アドベンチャーガイド」、「ガーデンズ

ガイド」と「ハイク＆バイキングガイド」だということで、ウエストチェスター・

カウンティへの訪問客は、自然や景観を楽しみに来る傾向が強いようである。 

なお、これらのガイドブックに使われる写真については、2005 年より写真コンテ

ストを観光局が主催し、優秀作品をガイドブック等に掲載することが出来るように

なったとのことで、2006 年の写真コンテストには約 200 枚の応募があった。 
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ウエストチェスターガイドブック  

 

 

 

2008 年カレンダー 
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ド 

 

 左からｱｳﾄﾄﾞｱ・ｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰｶﾞｲﾄﾞ、ガーデンズガイド、アンティークガイ
 

 

プ
 左からｱｰﾄｷﾞｬﾗﾘｰｶﾞｲﾄﾞ、ゴルフ場ｶﾞｲﾄﾞ、ﾊｲｸ＆ﾊﾞｲｷﾝｸﾞｶﾞｲﾄﾞ、ツーリズムマッ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 34 - 



ホームページに関しては、ミーティング・プランナーなどが簡単にミーティン

グ開催に必要な情報が取れるように、リンクボタンが中央下に配置され、右側の

方には、ホテル割引、クーポン券、ガイドブック、ミーティング・プランナー・

ガイドが１クリックで手に入るようにボタンがデザインされている。ミーティン

グ・プランナーは人にツアーを勧める職業柄、比較的年を取っている人も多く、

目に優しい紙媒体での資料を好むことが多いため、インターネットで希望者の情

報を入力すれば無料でガイドなどを送ることに力を入れているとのこと。ホーム

ページの画面にわざわざ入力してまで資料を取り寄せる人達は、ウエストチェス

ター・カウンティを目的地に選ぶ本気度が高いので、そのような人達に無料で資

料を提供したいとのことであった。 

また、国際対応としてホームページの「インターナショナル・デスク」ボタン

を押すと、スペイン語、イタリア語、ドイツ語、日本語、中国語の要約版ガイド

ブックが準備されている。これからフランスからの訪問客を増やすためフランス

語版も準備したいが、なかなか翻訳の予算が取れないとのことであった（次の資

料を参照）。 
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ウエストチェスターカウンティ観光局ホームページ 
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プ 

 

  ・セールス活動 

セールス活動については、

企業研修旅行、団体旅行、イ

ティング・プランナー、旅行

ター、レストラン、観光施設

な売り込みを行い、顧客の要

光関連施設の間に立って調整

セールスを主に行う場とし

ター・カウンティ観光局では

エストチェスター・カウンテ

ることを武器にして団体旅行

マンハッタンと比べて３～４

テル税率が 2009 年３月時で

らの時間距離（カウンティの

を考えても割安感がある。割

間はニューヨークにもすぐに

の一つである。 

 

 

日本語版観光マッ
観光局スタッフが、ミーティング、カンファレンス、

ベントや同窓会の開催を検討している主催者、ミー

業者等に対し、地域のホテル、コンベンションセン

が掲載されたプランナーガイドを使って以下のよう

望に最適な観光関連施設を紹介するなど、顧客と観

を行っている。 

てはトレードショー24があげられる。ウエストチェス

、2008 年に 14 のトレードショーに参加しており、ウ

ィが、ニューヨーク市内と比べホテル代が割安であ

、コンベンションを誘致している。実際ホテル代が

割安く、ホテル税率も３％で、ニューヨーク市のホ

5.85％＋２ドル程度であることから、マンハッタンか

中心都市 ホワイトプレーンズまで電車で 40 分程度）

安なウエストチェスターで会議を行って、オフの時

遊びに行くことができるというのが売り文句のうち
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2008 年ウエストチェスター・カウンティ トレードショー参加リスト 

トレードショー名 種別等 開催地25 同行者 

アメリカ バス協会マー

ケットプレース26

バス会社（バスツアー

催行）、全米級 

ﾊﾞｰｼﾞﾆｱﾋﾞｰﾁ、

ﾊﾞｰｼﾞﾆｱ州 

 

ニミース27

（ﾆｭｰｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ地方ﾐｰﾃｨﾝ

ｸﾞ産業博覧会） 

ミーティング・プラン

ナー、ニューイングラ

ンド地方 

ﾎﾞｽﾄﾝ、ﾏｻﾁｭｰｾｯ

ﾂ州 

２ホテル業者

インターナショナル パ

ウワウ28

旅行業者、全米級のト

ラベルショー 

ﾗｽﾍﾞｶﾞｽ、ﾈﾊﾞﾀﾞ

州 

 

スプリングタイム エキ

スポ29

ミーティング・プラン

ナー 

ﾜｼﾝﾄﾝ DC ３ホテル業者

エッセ・エキスポ30

（ｴﾝﾊﾟｲﾔｰ ｽﾃｰﾄ業界団体

協会エキスポ） 

業界団体会合、ニュー

ヨーク州対象 

ｻﾗﾄｶﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ

ｽ、ﾆｭｰﾖｰｸ州 

３ホテル業者

ドーニーズ セールス交

流ショー31

旅行業者、ニューヨー

ク州対象 

ﾆｭｰﾖｰｸ、ﾆｭｰﾖｰｸ

州 

１ホテル業者

ＭＰＩ－ＷＥＣ－ラスベ

ガス32

ミーティング・プラン

ナー、全米級 

ﾗｽﾍﾞｶﾞｽ、ﾈﾊﾞﾀﾞ

州 

２ホテル業者

ＡＳＡＥ（全米協会理事

協会）定期総会＆エキス

ポ33

業界団体会合、全米級 ｻﾝﾃﾞｨｴｺﾞ、ｶﾘﾌｫ

ﾙﾆｱ州 

２ホテル業者

ＮＹＣマーケットプレー

スショー 

旅行業者、ニューヨー

ク地域 

ﾆｭｰﾖｰｸ、ﾆｭｰﾖｰｸ

州 

１ホテル業者

アフォーダブル・ミーテ

ィング・エキスポ34

ミーティング・プラン

ナー、全米級 

ﾜｼﾝﾄﾝ DC ２ホテル業者

ワールド・トラベル・マ

ーケット35

旅行業者、国際トラベ

ルショー 

ﾛﾝﾄﾞﾝ、ｲｷﾞﾘｽ  

ＮＴＡ（国内旅行業者協

会）カンファレンス36

旅行業者、全米級 ﾋﾟｯﾂﾊﾞｰｸﾞ、ﾍﾟﾝ

ｼﾙﾊﾞﾆｱ州 

 

ゲイライフ・エキスポ37 ゲイ関係旅行業者、ニ

ューヨーク地域 

ﾆｭｰﾖｰｸ、ﾆｭｰﾖｰｸ

州 

 

宗教ニュースライター協

会カンファレンス38

宗教関係者、全米級 ﾜｼﾝﾄﾝ DC  

 

参加するトレードショーの種類としては、普通のトラベルショーの他にもアメ

リカの業界団体（建設業協会、社会教育協会などの業界団体）ショー、アメリカ

バス組合や宗教関係の集まり、ゲイライフ・エキスポなど、アメリカらしいと思

われるものもあった。外国への売り込みに関しては、ハドソンバレー・ボイジャ
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ーというハドソン川流域の９つのカウンティが加入している地域観光宣伝組織が

ロンドンで行われる国際観光ショーに参加している。ターゲットについては、イ

ギリス、ドイツを狙っているとのことであった。理由としては、ヨーロッパから

の移民としてはイギリス、ドイツからが多く、ドイツはフランスと比較して英語

を苦にしないからということであった。 

これらのショーの中に参加して最も良い反応があったものとしては、エッセ・

エキスポというニューヨーク州の業界団体（保険組合、教員組合など）が集まる

ショーであるとのこと。団体に加盟している業界団体は定期総会をニューヨーク

州内で行うので、常にニューヨーク州内で開催場所を探しているから開催実現の

可能性が高いとのことである。 

トレードショーには、ホテルのセールスマネージャーと一緒に参加することが

多い。ヒルトングループなどの全国チェーンの大きなホテルは、全国規模のトレ

ードショーなどでは、ヒルトングループとして大きなブースを構えることができ

るが、全国に支店があり過ぎて、「ニューヨーク市の隣のウエストチェスター・カ

ウンティのヒルトンホテル」を大々的にアピールすることは難しい。よって、ウ

エストチェスター・カウンティと一緒に小さなスペースではあるがブースを構え

ることによって、自らの場所を明確に示して多くの経費をかけることなく売り込

みができるというメリットが大きいとのことである。 

観光局は、ホテルが宿泊客を確保できるように手助けするために、どこから、

どのくらいの規模で、どういった目的で、予算はいくらを考えているか、をまと

めた「リードフォーム」（次ページ参照）を作成し、条件を満たしそうなホテルに

すぐに連絡を取り、「リードフォーム」の情報を伝えて、予約成立に繋げていくと

いう作業を行う。また、ミーティング・プランナーが要求する回答期限が近づく

とホテルに連絡して回答するよう促し、ミーティング・プランナーの代理人のよ

うな作業を行っていく。顧客の中には、特にホテルに労働組合があるかどうかが

ホテル選びの優先事項であったりすることもあり、観光局としては顧客の要望を

正確に汲んで最適なホテルの提案をし、それが契約に繋がるように常に気をつけ

なければいけないので、ラベリー副局長（当時）の、ホテル業界で十数年働いた

経験と知識が必要とされることが分かる。 

 

ム 

 

リードフォー
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また、トレードショーに参加したホテルにも、どこから商談が来たのか、商談

が成立したのか・引き続き交渉中なのか、規模はどのくらいのものなのか、何室

の予約なのか、推定でどのくらいの売上げになるのかを「トレードショー予約情

報フォーム」（次ページ参照）にまとめてもらい、トレードショーに出てどのくら

いの成果があったのかを数字で把握出来るようにしている。予約情報については、

企業秘密になるので本来ホテル側はなかなか情報を出したがらないのだが、ホテ

ルは観光局に大規模グループを紹介してもらうことが多く、ホテル側にとって観

光局が役に立っているため、ホテル側も情報の提供に協力的であるとのことであ

った。 

 

 
トレードショー 予約情報フォーム
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2008 トレードショー 

ホテル名: ___________________________________参加者名:___________________________________ 

 

 ウエストチェスターカウンティ観光局は、トレードショーに参加した皆様が交渉の結果、ホテルの予約が成立したのか引き続

き交渉中なのかについて報告してもらうことによって、トレードショーに参加するために使った費用がどのように戻ってきたの

かについての情報を把握したいと考えています。この様式にご記入いただきウエストチェスターカウンティ観光局にファックス

いただくか、Ｅメールで回答いただければ幸いです。ここに記入していただいた情報については、外部には一切出さないことを

約束します。 

 

ブース訪問者名 

 

団体／会合名 

会合予定時期  

（リクエストの内容、部屋数、

会議スペース等詳細情報）

 

宿泊予定泊数

総収入予定額  

(宿泊費/会議室等使用料

/レンタル料) 

意見及びこのトレー

ドショーに関する感

想等 

      

      

      
 
 

トレードショー以外にも地域の業界団体の会合などに参加してセールス活動を

行っており、その中で良い反応があるのは、ニューヨーク州の州都アルバニーに

本部を置く国際ミーティング・プランナー協会北東ニューヨーク支部39、ＩＢＭな

どの大企業が会員となっているコネチカット・ウエストチェスター・ビジネス旅

行協会40及びウエストフィールド・ビジネス旅行協会（ウエストチェスター・カウ

ンティ、コネチカット州フェアフィールド地域合同組織）と、やはり地元の組織

からであるとのことだった。 

旅行会社への売り込みについては、ほとんどがニューヨーク州、ニュージャー

ジー州、コネチカット州のものに絞って行っており、65 歳以上の高齢者、ベビー

ブーマー世代（米国版団塊の世代）の団体旅行を呼び込むことができるよう、ミ

ーティング・プランナー・ガイドの送付や会合への参加を行っているとのことで

ある。 

 ちなみに、ウエストチェスター・カウンティへの訪問客層としては、主に次の

２つ。 

・65 歳以上の高齢者で 20 人以上のバス旅行グループ 

・ ニューヨーク州、ニュージャージー州、コネチカット州などの近隣の州から

の一泊旅行客である。 

 

また、訪問先については、団体旅行のうち 90％以上が文化・歴史施設を訪問し、

訪問時期は、68％が秋の紅葉の時期にウエストチェスター・カウンティを訪問し

ている。 
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このようにして、トレードショーへの参加やミーティング・プランナー、旅行

業者へのセールス活動を行った結果をまとめたものが、以下の「グループビジネ

スレポート」である。契約件数の集計や契約が取れなかった理由を分析すること

によって、次回に開催されるコンベンションなどへの売り込みを再度行ったりし

ながら、翌年度のコンベンションの開催件数を増やすよう努力していく。 

 

グループビジネスレポート  

 

 

  ・招待旅行（ファムトリップ） 

次にセールス活動で重要になるのがファムトリップ（Familiarization Trip）

と呼ばれるミーティング・プランナーや旅行業者を招いて開催する招待旅行であ

る。実際に業者の人達に現地を見てもらうことは、カンファレンスなどの誘致の

成功率を高めることになるし、コネクションを作ることもできるので、ウエスト

チェスター・カウンティ観光局では、毎年２回それぞれ２泊３日の日程で大体 15

業者を招いて行うことを計画している。2008 年は、第１回目を５月に予定したが

参加者が集まらず、年１回のみとし、７月 24～26 日の日程で 30 業者を招いて行

った。しかし、30 業者を招いた結果、訪問地の道路状況の関係で２台のミニバス

に分けて２人のガイドを付けなければならなくなり、協力をお願いする観光地や

ホテルに負担がかかり、１人１人の参加者の質問や要望などに時間をかけて説明

を行うことが難しく、感想・意見などのフィードバックも得ることが難しかった

とのことであった。なお、2008 年の招待旅行の日程については以下のとおりであ

った。 
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○７月２４日（木） 

 ３:00pm－６:00pm Ａホテルにてチェックイン 

 ６:00pm－８:00pm Ａホテルで歓迎レセプション及びＡホテル見学ツアー開催 

 

○７月２５日（金） 

 ８:00am Ａホテル出発 

 ８:30am－９:30am Ｂホテル到着、朝食及びＢホテル見学ツアー開催 

 ９:45am－11:00am ロックフェラー家豪邸「カイカット」見学 

 11:15am－12:15pm ゴシック様式の豪邸「リンドハースト」見学 

 12:30pm－１:45pm Ｃホテル到着、昼食及びＣホテル見学ツアー開催 

 ２:00pm－３:30pm 遊園地プレイランド パーク見学 

 ４:00pm－６:00pm Ｄホテル到着後自由時間 

 ６:00pm－８:00pm Ｄホテルでレセプション及びＤホテル見学ツアー開催 

 

○７月２６日（土） 

 ９:00am－10:30am 朝食及びミーティング、その後自由解散 

 

ウエストチェスター・カウンティ観光局は招待旅行の企画と参加者の取りまと

め、連絡調整を行い、招待旅行の経費については、参加者の駅から会場のホテル

までの送迎等にかかる経費を負担するが、それ以外のホテル宿泊費、レセプショ

ン費用、朝・昼食費用についてはすべてホテル側に負担してもらう。よって、ホ

テル業界の多大な協力が必要になる。その代わりホテル側は、自らのホテルの施

設の紹介と参加者とのコネクションを築くことができるというメリットがある。

また、自ホテルでのカンファレンス開催の可能性も高めることができる。 

ウェストチェスター・カウンティ政府の会計年度は、１月から始まり 12 月に終

わるという暦年どおりであるが、ラベリー氏は、まず１月になったらすぐにアン

ケート用紙をホテルに送付し、招待旅行のための宿泊、食事やレセプションを負

担してもらえるのかについて取りまとめを行う。ウエストチェスター・カウンテ

ィには、27 のカンファレンスなどが行える「フルサービスタイプ」のホテルがあ

るが、前向きな回答があったのは４ホテルだけだったとのことであった。経費負

担の事を考えると毎年続けて手を上げるホテルは少ないとのことである。招待旅

行の招待状については、ウエストチェスター・カウンティ半径 300 マイル（480Km）

圏内の約 250 のミーティング・プランナーに送っているとのことだった。 

招待旅行以外でミーティング・プランナーや観光業者とコネクションを広げる

ためにウエストチェスター・カウンティ観光局では、秋に行われるカウンティ主

催の収穫祭（Harvest Day）や 12 月に開催されるホリデーパーティに、観光業界

関係者をゲストとして招いているとのことであった。 
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 オ 予算 

 

  ・収入 

  2006 年の収入額を見てみると、852,799 ドルとなっている。内訳を見てみると、

全体の 77.88％である 66 万 4,200 ドルが、ホテル税からの収入である。「イ ウエ

ストチェスター・カウンティ観光局の存在意義」でも触れたが、カウンティ政府

のホテル税総収入のうち 15％が観光局の予算として入ってくるようになっている。

このホテル税収入のうち 15％が収入として入るということについては、ここ数年

は 15％ではあるが、憲章で決まっているわけではなく、毎年のカウンティ議会で

決定されるため、カウンティ・エグゼクティブ41やカウンティ議会議員42へのアピ

ールが予算確保上大変重要になってくる。シニストア局長によると 2009 年 3 月時

のカウンティ・エグゼクティブは、観光プロモーションの必要性について充分理

解があるので、予算獲得交渉はそれほど困難ではないとのことであった。 

   ホテル税収入に続くのが、比率がかなり少なくなるがニューヨーク州からの補

助金、前年からの繰越金、ガイドブック、プランナーガイド及びカレンダーなど

への広告掲載料を観光産業から徴収する共同広告事業収入となっている。 
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ニューヨーク州補助金,
$66,873 , 7.84%

ホテル税収入,
$664,200 , 77.88%

前年からの繰越金,
$64,926 , 7.61%

共同広告事業収入,
$36,800 , 4.32%

その他収入 , $20,000
, 2.35%

 

収入内訳 

 

  ・支出 

   支出について見ると、まずは何といっても人件費が全体の 32.49％、27 万 1,554

ドルを占め、次に広告宣伝費、事務所賃貸料、繰越金、契約サービス費、旅費、

郵便代と続く。日本の地方自治体の個々の部局の予算書には、職員の人件費が含

まれていないが、米国の場合人件費も含めて観光局全体の経費として積み上げる

のが普通である。 
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支出内訳 

 

   人件費については、局長、副局長、マーケティング課長、会計担当、インフォ

メーションセンターのマネージャー２名及びインターンに支払われるものである。 

   広告宣伝費については、新聞、雑誌、インターネットでの広告費用であるが、

広告宣伝支出の６割が、ニューヨーク州政府からの補助金よって賄われているの

で、補助金をもらうことができなくなれば、ほとんど広告を打つことはできなく

なる。 

   契約サービス費については、経費の４割がツーリズムガイド制作委託料、２割

がニューヨーク州の観光宣伝媒体「ディスティネーションズ・ニューヨーク43」へ

の広告宣伝委託料、２割がハドソン川流域の 13 自治体が共同出資して作った流域

地域の観光宣伝ＮＰＯ「ヒストリック・リバー・タウンズ44」への負担金となって

いる。 
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ヒストリック・リバー・タウンズのホームペー
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 カ 観光業界との連携 

 ウエストチェスター・カウンティにおいては、四半期に一度観光業界との連携

のため会合を開いており、出席者数は毎回約 30～40 人程度でカウンティ内のホテ

ル業界、アトラクション業界などが参加している。また、会場についても毎回カ

ウンティ内のレストランや劇場などの観光関連施設で行い、その観光施設を紹介

して、これをきっかけとして施設の利用を促進しつつ、ビジネスのネットワーク

を作るようにしている。 

ｳｪｽﾄﾁｪｽﾀｰ・ﾌﾞﾛｰﾄﾞｳｪｲ劇場での会合 

討議される内容については、コンベンションへの参加結果、宿泊者数の動向、

広報宣伝活動の内容、観光ガイドブック

やカレンダーへの広告掲載の内容、予算

の状況などであるが、観光局側が常に丁

寧な説明を行い、広告宣伝の媒体の選定

とその理由、マーケティングプランにつ

いて説明・提案を行い、参加者も積極的

に意見を出している。討議している様子

から、自分達がカウンティへの訪問客を

呼び込んでいくんだ、という気概と積極

性が強く感じられるものであった。 

なお、会場となる観光関連施設の使用料、飲食代については、観光関連施設側

の負担として無料で提供してもらっており、観光局の持ち出しは一切ない。これ

は観光施設にとって、会合出席者は業界関係者であり、知名度を上げることによ

ってより多くの訪問客を誘致することができるとの考えによるものである。 

この他、招待旅行における観光関連施設の無料提供や、観光ガイドブックなど

における広告の掲載、ウエルカムセンターへの観光関連施設のパンフレットなど

の資料提供、観光局へのミーティング・プランナーや旅行業者からの問い合わせ

を適切な観光関連施設へ繋ぐことなど、様々な面での連携を行っている。 

 

 キ 州政府との関係 

   ウエストチェスター・カウンティ観光局は、ニューヨーク州政府との関係では、

アイラブニューヨーク州補助金の交付、共同広告事業への参加、ニューヨーク州

観光ホームページでの同カウンティの紹介、パンフレットのニューヨーク観光局

での配布を行ってもらっている。 

   アイラブニューヨーク州補助金については、ニューヨーク州内の自治体、ＮＰ

Ｏが訪問客を誘致するためのパンフレット・チラシ・ポスターなどの制作、新聞・

雑誌・ラジオ・テレビ・ホームページ・電子広告などの広告について適用される

もので、ウエストチェスター・カウンティ観光局では、新聞・雑誌・ホームペー

ジ等の広告を行う際の広告費に 6 万 6,873 ドルの当該補助金を充てている。 

   共同広告事業については、ニューヨーク州が自州の広告を行うためにメディア
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から広告枠を買う際に、州内の地方自治体やＮＰＯの広告スペースを州の広告ス

ペースと併せて安価に購入し、それを地方自治体に通常価格よりも安く提供する

もので、ウエストチェスター・カウンティ観光局はこれを使い、雑誌等に広告を

掲載している。 

   ニューヨーク州観光ホームページ45では、ウエストチェスター・カウンティはハ

ドソン川渓谷地域のうちの一つとして紹介されており、ウエストチェスター観光

ガイドブックの請求をすることができはするものの、ホームページ上のリンクは、

一旦ハドソン川渓谷地域の観光紹介ホームページに飛び、直接ウエストチェスタ

ー・カウンティのホームページに行くようにはできていないので、ウエストチェ

スター・カウンティ観光局のマーケティング・マネージャーは、非常に歯がゆい

ものであると語っていた。 

 

  ク 成果報告 

   ウエストチェスター・カウンティでは、年次報告書を毎年６～７月頃に出して

いるが、2007 年の報告書の概要を紹介すると以下のとおりとなる。 

   報告書を開くと、まず最初に以下の７つの成果指標が出てくる。 

 

   ・2007 年課税対象ホテル売上額と前年対比  

2 億 1,711 万 2,000 ドル：3.15％増 

   ・2007 年直接ホテル税等46収入額と前年対比 

    4,568 万 9,000 ドル：1.63％増 

   ・2007 年総直接経済波及効果と前年対比 

    14 億 8,100 万ドル：1.5％増 

   ・2006 年ホテル産業直接雇用数 

    1 万 6,970 人 

   ・2006 年ホテル産業人件費支出額 

    5 億 993 万ドル 

   ・2007 年ウエストチェスター・カウンティ観光局予算総額 

    82 万 5,169 ドル 

 

 ウエストチェスター・カウンティ内のホテルがこれだけの売上げがあり、地域

に経済波及効果をもたらし、これだけの雇用を確保している。観光局は、上記経

済指数の増に寄与しているとのアピールである。 

 次に 2007 年の概況についての説明があり、2007 年のホテル売上額が伸びた原因

として、地域に３つのホテルが新しく開業したことがあげられている。 

   次にウエストチェスター・カウンティを訪れるバス旅行客の傾向についての説

明があり、調査対象者の 82％の団体バス旅行客が秋の紅葉の時期にウエストチェ

スター・カウンティを訪れており、次に春、夏、冬の順になるとのことである。
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ハドソン川渓谷地域の美しい自然を見に来るというのが分かる。ウエストチェス

ター・カウンティへのバス旅行を催行した旅行社のうち 94％が、ウエストチェス

ター・カウンティへの旅行については一日旅行であると回答があった。また、旅

行客の客層としては、65 歳以上の高齢者とベビーブーマーとの事である。 

   次にホテル産業の納税額についての説明を行っている。2006 年と比べると僅か

であるが税収入が伸びている。（対前年比 1.63%増） 

County and State Taxes Generated

0
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60

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

$Millions

ホテル税

カウンティ

州

州及びカウンティ税収入額  単位：百万ドル 

 

  

   次に雇用者数についての説明がある。2006 年の雇用者数は、1 万 6,970 人とな

っており 2005年と比べるとほぼ横ばいで税収が確実に上がっていることを考える

と一人当たりの収益単価が上がっていることが分かる。 
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   次に広告宣伝についての報告がある。 

   2007 年は、40 媒体（新聞、雑誌、インターネット）へ広告を出した。その他に

2007 年に出来たニューヨーク州の補助金「エクスプローラー ニューヨーク」から

得た 15,000 ドルを使いウエストチェスター・カウンティのプロモーションカレン

ダーと宣伝ＤＶＤを製作し、ビデオについてはホームページにも掲載した。また、

観光局では、第３回アマチュア写真コンテストを主催し、ガイドブックやホーム

ページへの美しい風景写真の掲載を行った。 

 

   セールス活動については、2007 年は 12 件のトレードショーに参加するなどした

結果、ミーティング・プランナーなどからのカンファレンス開催に関しての問い

合わせが昨年よりも 872 件増え、6,395 件となった。観光情報に関する問い合わせ

件数についても全体で 31,197 件あり、そのうち最も多いのが一般的な観光情報の

問い合わせで 22,062 件であった。 

 

    

追跡可能な問い合わせ件数 47

2002 2003 2004 2005 2006 2007 

20,027 20,580 26,643 23,059 23,058 23,846 

      

ホームページ訪問件数  

676,747 1,091,746 1,332,651 1,284,749 1,642,720 not available
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観光情報請求件数 48

 2004 2005 2006 2007 

カンファレンス、会議等 2,429 2,457 5,523 6,395 

一般的な観光情報、ガイドブ

ックなど 

26,643 23,059 21,284 22,062 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄからの情報請求 1,619 3,030 1,630 1,784 

バス旅行会社  / 団体旅行情

報請求 

1,064 1,390 451 956 

 31,755 29,936 28,888 31,197 

 

   次に観光施設の訪問者数についての報告である。2007年は 3,206万 2,450人で、

2006 年と比べると 425 万 7,006 人増えている。この理由としては競馬場であった

ヨンカース・レースウエイがビデオスロットマシーンなどの施設を設けて 2006 年

の 10 月に再オープンした事によるものである。 

   また、イベントを見てみると、最も観客数が多いのがゴルフのＰＧＡツアーの

バークリーズ・ゴルフクラシックで、次にリンドハーストで行われるクラフトフ

ェアとなっている。（次ページ参照） 

 

 

ス イ 
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バークリー・ゴルフコー
ヨンカース・レースウェ
数 



 

 

観光施設名  2005 2006 2007 

ｶﾗﾑｰｱｾﾝﾀｰ 49（ｺﾝｻｰﾄ会場）  60,000

ｷﾞｬﾗﾘｱ・ﾓｰﾙ(ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ) 13,000,000 13,000,000

カトナー美術館 50 40,000 10,000

ﾘﾝﾄﾞﾊｰｽﾄ 51 (ｺﾞｼｯｸ様式の豪

邸) 

67,157 63,895 88,563

ノイベルガー美術館 52 70,000 55,000 59,879

ﾆｭｰﾛｯｸｼﾃｨ 53（映画館、ｹﾞｰﾑ

ｾﾝﾀｰ等の複合遊戯施設）  

1,600,000

パラマウント・センター 54

(ｺﾝｻｰﾄﾎｰﾙ、映画館) 

62,700 61,350

ﾊﾟﾌｫｰﾐﾝｸﾞｱｰﾄｾﾝﾀｰ 55

(演劇、ﾐｭｰｼﾞｶﾙ劇場) 

189,288

(July 06-July 07) (July 07-July 08)

プレイランド(遊園地) 56 1,005,039 847,163 852,910

ｳｴｽﾄﾁｪｽﾀｰ・ｶｳﾝﾃｨｾﾝﾀｰ 57

（ｲﾍﾞﾝﾄ会場）  

924,361 942,848 940,479

ウエストチェスターモール
58  (ショッピングセンター) 

9,900,000 10,500,000

ヨンカース・レースウエイ 59

（競馬場、ギャンブル場）  

870,000 6,326,269

その他観光施設  158,090 172,550 223,000

合計  2,246,647 27,803,444 32,062,450

       

バークリー

クリアウオ

リンドハー

 

カトナー美術館  
 

 

 

 

イベント名  開催月  

ズ・ゴルフクラシック 60 ８月  

ーター・フェスティバル 61 ６月  

スト・クラフトフェア 62 ５月  & ９月

イベント別訪問者数 
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プレイランド 

観客数  

50,000 

16,000 

 40,000 



ピークスキル・セレブレーション 63 ８月  20,000 

ヨンカーズ・リバーフェスト 64 ９月  25,000 

 

 

ル ト 

 

クリアウオーター・フェスティバ
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以上説明してきた数値を総括表にしたものが、以下のものである。 

 

VISITOR SPENDING IN WESTCHESTER COUNTY (1)
総括表 

 

売上及び収入額  

(単位：百万ドル) 

2003 2004 2005 2006 2007 

ホテル客室数  4,825 4,831 5,067 5,586

ホテル宿泊収入  $140.533 $145.033 $155.936 $160.687 $165.746

ホテル宿泊外収入   $56.465 $40.960 $48.324 $49.797 $51.366

交通費   $92.780 $110.397 $122.556 $126.290 $128.132

食事代   $351.439 $398.655 $442.563 $456.049 $462.700 

ショッピング  $281.151 $275.992 $306.390 $315.726 $320.331

娯楽代  $210.863 $245.326 272.346 280.645 $263.383

その他  $70.287 $76.664 85.108 87.702 $88.981

合計  $1,203.325 $1,275.694 $1,416.203 $1,459.355 $1,480.639

  

雇用者数  13,420 12,983 16,946 16,970 

  

(単位：百万ドル)  

州売上税収入(4%) $45.713 $48.133 $51.641 $57.329 $59.225

カウンティ売上税収入  

(2.75%) $33.091 $35.081 $38.946

 

$40.132 $40.717

カウンティホテル税収入  

(3%) 

$4.216 $4.351 $4.678 $4.821 $4.972

カウンティ総税収入  $37.307 $39.432 $43.614 $44.953 $45.689

  

(単位：ドル)  

観光局へのホテル税から

の収入  $644,700 $627,000 $619,500

 

$664,200 $680,860

共同広告事業収入  $28,500 $23,500 $33,673 $36,800 $34,940

ニューヨーク州補助金  $82,551 $82,344 $67,192 $66,873 $66,705

前年からの繰越金  $64,926 $76,654

その他収入  65 $20,000 $20,000 $20,000 $20,000 $35,000

第２章 州の観光局について 

 

第１章では、日本の市町村と同じように訪問客と最も密接に繋がっているカウンテ

ィ・市等の地方自治体の観光における役割について説明したが、次にそれよりももっ
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と広い地域を管轄する州政府の観光における役割について述べる。 

なお、米国の連邦政府における観光振興の担当部署については、商務省の中に観光

産業局66（Office of Travel and Tourist Industries）があり、2004 年～2006 年の間

に日本とイギリスで観光キャンペーンを行ったが、その後はこのような活動があまり

見受けられず、主に観光関係の統計情報の提供に終始している。よって、州政府が海

外からの訪問客を誘致するための観光プロモーションを行う場合は、連邦政府に頼ら

ずに広告会社や観光業者へ委託したり、海外へ置く州政府事務所を通して観光プロモ

ーションを行っている。日本と比べると州政府は、都道府県と国土交通省観光庁がミ

ックスされた役割を果たしていると言える。 

 

第１節 目的 

 

州政府が観光局を設置する目的については、主に４つの目的があげられる。 

 

・地域の観光局及び観光産業と連携し海外を含む州外の訪問客を誘致すること 

・州内の観光産業の発展及び育成の手助けを行うこと 

・訪問客への適切な情報提供を行う州のウエルカムセンターの運営を行うこと 

・上記の目的を果たすことによって州の経済的発展を果たすこと 

 

地方自治体の観光局が地域の観光産業の発展と雇用の確保のために、旅行業者やミ

ーティング・プランナーに自分の地域のＰＲをどんどん行い、売り込みを行うのと対

照的に、州の観光局はあまり特定の地域を売り込むことはせず、州全体の観光資源を

紹介し、観光産業や地方自治体の観光局になるべく多くの売り込みの機会を与えるた

めの場所を提供することが多い。例えば、州内や州外で観光カンファレンスを開催し、

州内の観光業者や地方自治体の観光局を集めるだけでなく、ミーティング・プランナ

ーや旅行業者を招き、売り込みやネットワーク作りの場所を提供したり、雑誌やイン

ターネットに広告を出す際に、州だけでなく観光施設や地方自治体が自らの宣伝を行

うための広告スペースを併せて広告業者と交渉し広告費を値引きさせたり、最新の観

光のトレンドや観光産業で起業するためのセミナーを開いたりするような事業を行っ

ている。 

なお、州の観光局のカバー範囲は、地方自治体よりも面積が広く人口も多いため、

自らの活動については、ホームページを上手に活用して誰でも成果報告書や観光関係

の資料見られるようにしたり、ニュース・リリースを盛んに行ったりすることにより

州民への州の観光局の存在意義をアピールしている。 

 

第２節 運営方式と組織構成 

 

州の観光局の運営方式については２種類に分かれる。１つは州政府直轄でもう１つ
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は公社である。州政府直轄の場合は、政府の機関として州の観光振興を行うが、公社

については州政府から予算をもらい、公社の理事会の監督指揮下で観光振興にかかる

事業を行う方式を採る。 

 

」 

コラム７：オレゴン州観光局について 

 

オレゴン州観光局は、州都セーラム市にありポートランドからは車で１時間の所に

ある。オレゴン州は西海岸に位置し、人口は 2003 年現在で 355 万 9,595 人、面積は、

25 万 4,806 ㎢で日本の本州と四国を合わせたくらいの大きさとなっている。日本から

の移民も多く、日本はカナダに続き、オレゴン州の第二位の貿易取引国となっており、

日本からの観光、留学、ビジネス訪問者数

も多い。オレゴン州は、美しい自然が有名

で特にコロンビア渓谷、クレーター・レー

ク国立公園、オレゴン富士と呼ばれるマウ

ント・フッドがとても美しく、アウトドア

活動の宝庫である。旅行の繁忙期は５月か

ら 10 月までで、冬はどんよりとした曇り空

が広がり、雨も多い。オレゴン州は売上税

達

の

１

 

オレゴン富士「マウント・フッド
 のない州であり、他州から買い物に来る人

も多い。ちなみに州都セーラム市には、東京国際大学のアメリカ校もあり、日本人

大学生も通っているとのことである。 

オレゴン州観光局（Travel Oregon） 67は、オレゴン州政府からホテル税収入（税率

％）を受けてオレゴン州の観光プロモーションを行う公社（Non Profit Agency）で、
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オレゴン州議会議事堂  

理事会（Oregon Tourism Commission）の指揮監督のもとに、25 名のスタッフ（最高経

営責任者１名、秘書２人、国内マーケティング部門９人、国際及び国内観光取引部門

６人、観光開発部門５人、運営部門２人）が勤務している。理事会については９人の

理事で構成されており、州知事から任命されている。理事のうち５名はホテル及びリ

ゾート業界から、１人がネイティブ・アメリカン・ビジネス業界から、１人がマスコ

ミ関係から、１人がカウンティの観光局からで、１人はオレゴン州民からという構成

になっている。理事長は理事から選ばれるが、2009 年３月当時の理事長は、カウンテ

ィの観光局長であった。理事の１人をオレゴン州民から公募する理由としては、オレ

ゴンの観光産業は、州の産業のトップ５の中にあり、９万人の雇用を創出しているた

め、どのようなやり方で訪問客を誘致しているのかについて興味を持っている州民が

多く、そのため理事の１人を公募していると

のことである。  

理事会は２か月に１度程度、年５回開催さ

れている。理事会の職務としては、戦略的マ

ーケティングプランの承認、予算の承認、ス

タッフの任用に関することである。 

オレゴン観光局の組織構成については、カ

ウンティ・市等の観光局と比べてより遠くの

地域（外国を含む）への広報宣伝、観光産業

の育成及び地域の観光振興のための教育やレ

クチャー、州内外からの数百名を超える観光産業関係者が集まって地域の観光展示・

セミナー・会議を行う観光カンファレンスの開催、などに重きを置いたものとなる。

また、州内の１つの地域だけを優先して売り込むことは日本の都道府県と同様、地域

間のバランスを取る必要から原則的にできないので、セールス活動よりも州内の地域

全体の広報宣伝活動が主になる。 

以下にオレゴン州観光局の組織構成図を示す。 

オレゴン州は米国北西部にあり、北にはカナダ、西には海を隔ててアジア、ロシアに

接しているので内陸部の州と違い国際観光に力を入れているため、国内市場と国際市

場部門に分かれているのが特徴的である。また、カウンティ・市等の組織で見受けら

れなかった観光セミナーや州知事主催観光カンファレンスの開催、地域マーケティン

グプランの支援、マッチングファンドによる補助事業の実施など、地域の観光産業、

地方自治体の観光局への教育、啓発的な立場での仕事が多くなっていることが分かる。
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・広告宣伝  

・オレゴン  ブランド構築 

・インタラクティブ マーケティング 

・ガイドブック等出版企画 

・マスコミ広報 

・地域マーケティング  プラン企画支援 

オレゴン州観光局の組織構成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最
高
経
営
責
任
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・観光産業への教育及びセミナー開催 

・観光振興補助金事業の実施 

・特定観光分野の調査及びプログラム企画立案 

・オレゴン州知事観光カンファレンスの開催  

・オレゴン観光産業との連携促進  

・カスタマーサービス向上事業 

・調査・研究事業 

・地域観光促進及びリーダー育成事業 

・景観道路広報宣伝 

・ウエルカムセンター運営管理（州内８カ所） 

国
内
消
費
者
マ
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ィ
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グ
部
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国
際
・
国
内
旅
行
取
引
部
門

観 
光 

発 

展 

部 

門 

・広告宣伝  

・オレゴン  ブランド構築 

・インタラクティブ マーケティング 

・ガイドブック等出版企画 

・マスコミ広報 

・地域マーケティング  プラン企画支援 

・ヨーロッパ地域 

・アジア地域 

・メキシコ地域 

・全米及びカナダ地域  

・ニュースレター発行  

・国際観光セミナー企画開催 

運
営
部
門 

・会計、予算、財政運営 

・庶務 

・他部門への協力・支援 

理 
 
 

事 
 
 

会 

 

第３節 事業活動 

 

州の観光局の事業活動について一般的な例を述べる。 

 

 ア マーケティング活動 

マーケティング活動については、訪問客層の分析、マーケティングプランの作
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成及び広報宣伝の実施、ガイドブック及びホームページ等の作成の３つに分けら

れる。 

 

 ・訪問客層の分析 

訪問客層の分析については、州への訪問客の年齢、性別、所得層、人種、滞在

期間、時期（季節）、滞在目的、支出額及びグループの規模などの特徴についてア

ンケート調査などから把握していく。なお、この分析調査については米国観光産

業協会や民間の調査機関に委託している。 

 

 ・マーケティングプランの作成及び広報宣伝の実施 

次にマーケティングプランの作成及び広報宣伝の実施であるが、上記のデータ

を基にどの媒体で、どの時期にどのようなキャンペーンを展開していくのかを決

めていく。米国の場合は、仮に、家族層をターゲットにするのであれば、６月上

旬から８月末までが夏休みでメインの旅行シーズンになるので、この期間前の３

月から５・６月までに集中的に広報キャンペーンを行い、次に 11 月下旬のサンク

スギビングデイ（感謝祭）からクリスマスまでの間が第二の旅行シーズンとなる

ので、９月から 11 月までの間に広報キャンペーンを打つのが一般的である。 

州政府の場合は、各地方自治体よりも予算が多い場合がほとんどなので、地方

自治体が費用が高いためあまり行わない、テレビやラジオコマーシャルを行うと

ころも多い。別表の「2007 年度州別観光広報予算額トップ 25」を見てみると、広

報宣伝費の予算が最も多い州は、テキサス州で 3,660 万ドルであり、第 25 位のオ

ハイオ州で 370 万ドルと、この間だけでも予算額にして 10 倍近くの差がある。 
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2007 年度州別観光広報予算額トップ 25 

      

           単位：百万ドル

順位 州名 金額 順位 州名 金額

1 テキサス州 36.6 14 ミシガン州 7.4

2 カリフォルニア州 20.5 15 サウスダコタ州 7.3

3 フロリダ州 19.6 16 テネシー州 7.2

4 ミズーリ州 14.6 17 ペンシルバニア州 6.9

5 サウス・カロライナ州 13.1 18 マサチューセッツ州 6.5

6 コロラド州 11.7 19 ウイスコンシン州 6.2

7 アリゾナ州 10.7 20 バージニア州 6.1

8 ハワイ州 10.2 21 ワイオミング州 6.1

9 ユタ州 9.8 22 アラスカ州 4.9

10 ルイジアナ州 9.6 23 モンタナ州 4.7

11 アーカンソー州 7.9 24 ノースカロライナ州 4.5

12 ネバダ州 7.8 25 オハイオ州 3.7

13 イリノイ州 7.5    

 

 ・ガイドブック及びホームページ等の作成 

ガイドブック等の作成に関しては、地方自治体と違い、ガイドブックや地図等

はあまり多くの種類を作らないのが一般的である。州内の観光情報を一括して１

つのガイドブックにまとめて作っているが、カバーする範囲が広いため、ガイド

ブックに地域の最低限の情報を入れたとしても、100 ページ以上のボリュームにな

り、探したい情報が見つけにくいように感じられる。このことについてテネシー

州の観光局で聞いたところ、すべての観光産業を公平に取り扱わなければならな

いので、ガイドブックの観光関連施設の一覧が電話帳のようになってしまうが、

仮に一部観光関連施設をリストから削った場合、削られた観光関連施設から轟々

たる非難を浴びることは目に見えているので、削ることはできないとのことであ

った。 

このガイドブックの電話帳化を避けて必要な情報を提供できるようにするため

に、どこの州政府もホームページの充実に力を入れている。利用者の利便性だけ

でなく州政府も地方自治体と同じくホームページの訪問件数や資料請求数を成果

報告書に盛り込み、州民への観光局の活動について説明を行っている所も多い。

このため近年は、ガイドブックの発行量を減らしてホームページの充実に力を注

いでいる。 

見やすいホームページの例としては、カリフォルニア州68のものがあげられる。

ホームページのトップページに行くと、トップメニューには、地域、歴史とライ
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フスタイル、目的別観光施設等紹介、地図やガイドブックなどの旅行情報が得ら

れるようになっているが、特筆すべきは左下にカリフォルニア州の地図があり、

主要都市がどこにあるかが分かるようになっていて、ある都市をクリックすると

その地域の紹介ページに直接行くようになっており、大体どこに何があるのかが

感覚的に分かるようになっている。これによって利用者は、いちいち地図を別に

用意したり、地図のホームページに切り替える手間が省かれて大変便利である。 

 

 
カリフォルニア州 観光ホームページ 

- 63 - 
 



イ 育成教育活動 

観光産業や地域の観光局の育成教育活動については、州内の観光産業または観

光局など観光に携わる人々の底上げを図り、更なる訪問客を誘致する上でも重要

なものであり、カンファレンス及びセミナー開催事業、補助金事業の２つに分け

ることができる。 

 

  ・カンファレンス及びセミナー開催事業 

カンファレンスは、州の観光産業の振興を図るために年に一度行われる全州規

模の大会で、毎年州内で持ち回りで開催され、州内外のホテル、観光関連施設、

ミーティング・プランナー、旅行社、地域観光局などの観光産業関係者が集まり、

観光セミナー、ブース出展、レセプションなどを行い、観光産業関係者への教育、

出席者への地域の売り込み、コネクションの形成を行う。このカンファレンスに

よる開催地域の経済波及効果は非常に高く、観光産業関係者の営業活動に役立ち、

かつ州知事も観光産業からの支持を集めることができ、誰にとってもメリットの

高いものになっている。なお、このカンファレンスは、ほとんどの州で州知事主

催と銘打って行われている。 

セミナーについては、地域の観光産業や観光局に観光の現状について専門家の

講義を受けてもらい、新しい知識やより良い観光振興について考える機会を提供

するのと同時に、参加者のコネクションを作ってもらうことである。セミナーは、

ホテルやレストラン、観光施設、観光局など部門別に行うものや、観光産業に従

事する人達が接遇についてともに学び証明書を発行するものなど、様々なものに

分かれて開催されている。 

 

  ・補助金事業 

補助金事業については、マッチングファンドと呼ばれる 50％補助の補助金を交

付している。一般的に州政府が実施するマッチングファンドは、集めた資金にマ

ッチする（匹敵する）お金を交付するという制度である。どうして 100％補助の形

態を取らないのかというと、事業をするのであれば自分も努力して資金を集めな

ければならないという米国の伝統的な考え方が前提にあると思われる。 

補助金の支給対象は範囲が広く、地方自治体の他に、ＮＰＯや連邦で公式に認

められているネイティブ・アメリカン69なども、観光振興に役立つ事業を行う際に

申請することが出来る。 

例えば、ニューヨーク州の観光振興のマッチングファンド「エクスプローラー 

ニューヨーク マッチングファンド」を例に取ると、広告宣伝、ガイドブック作成、

パンフレットやダイレクトメールなどの郵送費用、トレードショー参加費用、招

待旅行、無料問い合わせ電話番号の維持費用、ホームページ作成費用、ＤＶＤ等

作成費用、調査費用などに採択１件当たり最大 5 万ドルの補助金が出る。2007 年

度のニューヨーク州の補助金の予算総額は 100 万ドルということである。ちなみ
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に、ニューヨーク州の人口の約６分の１のオレゴン州の補助金の予算総額は、10

万ドルである。 

 

 ウ ウエルカムセンター運営活動 

ウエルカムセンター運営活動については、いくら訪問客が事前にインターネッ

トで観光情報を調べることができるとはいっても、実際に訪れた人にスタッフが

顧客の要望に併せて適切なお奨め情報を与えることは、インターネットよりも大

きく優れている。特に米国の場合は、会話によるコミュニケーションを重視する

傾向が強く、ウエルカムセンターの設置は州政府にとって訪問客へのサービスの

一環として重要である。州のウエルカムセンターは、州境の高速道路沿いに設置

されることがほとんどで、トイレ休憩を行うレストエリアとしての役割も果たし

ている。訪問客が、ほっと一息した後に観光情報を収集できるような場所になっ

ている。 

州によってはウエルカムセンターが地域での観光振興のための観光資源の発見

や体験プログラムの企画立案やセミナーの開催など、地域観光振興のためのアド

バイザー機関として機能しているところも多く、依然として重要な役割を果たし

ている。  

ウエルカムセンターのスタッフについては、地方自治体の観光局と同様、１～

２名の管理者とボランティアで運営されているケースがほとんどである。ウエル

カムセンターのボランティアは、元学校の先生や歴史関係に強い人が多く、社会

的なステイタスも高いように感じられる。 

 

 

ー  

 

 

コネチカット州ウエルカムセンタ
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第４節 予算 

 

（１）収入 

州観光局の収入については、ほとんどが売上税やホテル税などの税からの収入で、

その他に共同広告事業による地方自治体や観光施設からの広告収入で成り立っている

ところがほとんどである。観光関係税から観光局への予算の配分については、ウエス

トチェスター・カウンティの様にホテル税収入の 15％が収入になるような特定比率の

配分があるわけではないが、オレゴン州のように売上税そのものがなく、１％のホテ

ル税収入がすべて観光局に入るところもある。ただし、このような所は例外で、通常

は、毎年日本と同じように予算折衝を行って予算を決めていく。第１章（コラム 1）で

も述べたが、コロラド州観光局のように住民に観光局の必要性を訴える事に失敗すれ

ば観光局そのものが廃止される可能性もあるため、いかに観光局の活動成果を訴えて

いくかが重要である。 

ちなみに、ホテル税の税率は、州によってまちまちで、前述したオレゴン州のよう

に１％のところや、４％のニューヨーク州、７％のメーン州、12％のコネチカット州

と州ごとに税率が違う。税収の使われ方も、オレゴン州のように全額が観光振興に使

われたり、コネチカット州のように観光振興だけでなく文化振興にも使われたりとま

ちまちである。 

なお、多くの州では、州のホテル税の他に地方自治体のホテル税を取っており、宿

泊者の側からすれば州と地方自治体のホテル税が合算して請求されるので、州ホテル

税と地方自治体ホテル税の合計税率を見なければその地域のホテル税率が安いのか高

いのか分からないという状況になっている。参考までに 2008 年 12 月当時の北東部９

州の州ホテル税と地方自治体のホテル税の税率を以下に示す。 

 

州名 州ホテル税率 地方自治体 

ホテル税率 

合計ホテル税率 

コネチカット 12％ 無し 12％

メーン ７％ 無し ７％

マサチューセッツ 5.7％ 最大４％ 最大 9.7％

ニューハンプシャー ８％ 無し ８％

ニュージャージー 12％ 最大３％ 最大 15％

ニューヨーク ４％ 最大５％ 最大９％

ペンシルバニア ６％ １％ ７％

ロードアイランド ７％ １％ ８％

バーモント ６％ １％ ７％
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（２）支出 

 

支出については、人件費、事務所運営費、マーケティング関係経費、セールス関係

経費、補助金等に分けられる。この中で最も支出額が多いのがマーケティング関係経

費であり、毎年行われるテレビやラジオを使ったキャンペーンでの広告宣伝委託費用

にほとんどが使われることになる。 

例えば、コネチカット州では 2008 年度総予算額 1,200 万 1,614 ドルのうち、広告宣

伝委託費に全体の約 17.9％である 214 万 9,141 ドルを使っている。最近の傾向として

は、テレビやラジオのコマーシャルよりも、インターネットを使ったオンライン広告

に力を入れる州も多く、ホームページの充実はどの州にとっても最優先課題である。 

その次に多いものは人件費であり、その次にセールス関係経費が続くところが多い。 

セールス関係経費については、トレードショーへの参加料、ブース出展料、旅費が

含まれている。 

補助金については、前述のとおりマッチングファンド方式を取っているが、補助金

の予算総額は少なく、支出に占める割合は非常に低い。ちなみに、オレゴン州観光局

の総予算は、1,150 万ドルであるが、補助金の予算額は 10 万ドルで、総予算のわずか

0.87％である。 

 

2009 知事主催観光カンファレンスのバナー  

コラム８：観光業界との連携 

州の観光局は、州の経済発展を担う観光業界との連携を高めるために、州知事主催観

光カンファレンスを行ったり、観光セミナーを開催したりしている。 

また、大学の観光学科、接客業管理学科への助言、これらの学科の観光局ホームペー

ジでの紹介などを行っている。その他、地域のホテル業界、観光施設業界、レストラン

業界などの観光関係業界団体が集まり情報交換を行う会議の開催について、働きかけや

助言を行っている。 

観光セミナーに関しては、単に企業を

集め、漠然とした講義を行うのではなく、

ホテル業界、レストラン業界、アトラク

ション業界などの業界別のものや、地域

の企業を集めて観光資源の発掘や活用に

ついて話し合うもの、観光産業で起業す

る際の成功事例や必要な知識を教える起

業セミナーなど、幅広い分野でのセミナ

ーを開催している。 

例えば、オレゴン州においては、1984 年から州内の観光産業、地方自治体の観光局、

旅行業者、ミーティング・プランナーを招いて毎年州知事主催観光カンファレンス

（Governor’s Conference）を開催している。カンファレンスでは、ブース出展、観光

業界功労者表彰式、観光についてのトレンドの紹介・IT を使った効果的な広告宣伝・
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Ｑケア・カスタマーサービス・トレーニングの様子。誰でもいつでも無料でインターネ

ット上のストリーミングビデオで研修を受けることができる。 

地域での観光資源の発掘や開発などの取り組み事例の紹介などのワークショップ、ネッ

トワーク作りのためのレセプションが行われる。 

また、オレゴン州では、観光業に携わる人々に対してＱケア・カスタマーサービス・

トレーニングプログラム70（Q Care Customer Service Training Program）というイン

ターネット上で無料で受講できる研修プログラムを行っている。Ｑケアとは、クオリテ

ィケアの略で、要するにこのプログラムは顧客が満足する質の高いカスタマーサービス

を提供するためにはどのようなことをしたらよいかを教えるものである。ビデオで接遇

の悪い事例を見せて、どのように顧客に対して対応しなければならなかったかについて

のケーススタディを中心に行うもので、州が積極的に観光産業に従事する人々の質を高

めてより多くの訪問客を誘致しようとしている方策の一環であり、カスタマーケアの向

上はどこの観光産業でも課題であるので、個別に教育ビデオを作るよりも州全体で行っ

た方がコストも安く付くという発想からできたものである。このプログラムは 2003 年

から始まっており、2004 年９月～2007 年の３月までに約 9,000 人が研修修了証を交付

された。オレゴン州民以外でも、Ｅメールアドレスと名前を登録すれば受講することが

できるので興味のある方は、トレーニングプログラムのホームページを訪問してみると

いいかもしれない。 

 この他にも連携できるプログラムやミーティングなどの情報についてオレゴン州観

光局では、パートナーシップ・オポチュニティズ（Partnership Opportunities）とい

う冊子にまとめて誰もが見られるようにしている。 
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パートナーシップ・オポチュニティズ 

 

  

 

 

コラム９：連邦政府との連携 

観光振興にかかる州政府と連邦政府との連携については、州内にある国立公園を観光

資源として利用する場合における連邦国立公園管理局（National Park Service）との

連携がほとんど多くを占めている。連邦政府の観光担当部局である商務省観光産業局

は、観光統計データの提供に終始しており、2009 年３月当時、州政府と連携しての観光

キャンペーンはあまり行っていない状況であった。米国は移民国家でもあり、移民元の

国々から友人親戚などが訪問することも要因の一つであると考えられるが、連邦政府と

しての観光キャンペーンをしなくても 2007 年の国別国際観光客数は、フランス、スペ

インに続き世界第３位の 5,600 万人となっている。 

 

商務省観光産業局によれば、米国への外国からの訪問者数は 2001 年の 9.11 テロ事件

の前年の 2000 年から減少に転じ、2003 年に下げ止まって増加に向かい、2007 年には、

2000 年よりも 47 万 4,800 人多い、5,598 万 6,000 人となった（次表参照）。この表から

は、連邦政府が観光キャンペーンを行っていなかった 2003 年の伸びが、キャンペーン

を行っていた 2004 年から 2006 年にかけての年次伸び率よりも急であり、観光キャンペ

ーンと訪問客数増加との関連性が曖昧である。
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州政府としてみれば、広い米国を連邦政府がわざわざ税金を使って大まかなキャンペ

ーンをやるよりも、むしろ自州がターゲットとしている国々に直接売り込みをかけた方

が良いと考えている部分も多いと思われる。実際、オレゴン州は日本に事務所をおいて

企業誘致とともに観光客の誘致を行ったり、中国にも広告会社と契約を結んで独自に州

の売り込みを行っているため、連邦政府にプロモーションを積極的に求めている様子は

インタビューをしていても感じられなかった。 

州と連邦政府のその他の連携としては、連邦運輸省が進めている景観道路71（Scenic 

Byway）整備事業により、州内で指定された景観道路のドライブマップやドライブガイ

ドの作成を行い、訪問客の誘致に努めている。 

。 

この他、連邦政府が複数の州と連携している事例として、西部 13 州（コロラド以西の

州でアラスカ、ハワイを含む）が構成している西部州観光協議会 72（Western Tourism 

Policy Council）への観光振興のために年 40 万ドルの補助金の交付を行っている事例

があるが、西部 13 州はあまりにも広く、自然環境も違いすぎて、これらの州が共同し

て観光プロモーションを行うメリットはあまりなく、この補助金がどれだけ有効に使わ

れているかについては疑問もある

アラスカ州  コロラド州  ハワイ州 

（年）
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第５節  

 

州の観光局 は、州民の理解を得るため成果指標を使い報告書

を作成しているが、地方自治体の観光局と同様に事業計画書の中で予算獲得のための

現状分析の ことが多い。 

しているものにばらつきがあるが、ちなみにコネ

チカット州 ６点を上げている。 

 

通費） 

・観光産業雇用者数（宿泊施設、レストラン、バー及びナイトクラブ、旅行業者、

件数 
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州観光局の

しては、テネシー州が全米バス旅行協会の調査で全米の中で訪問したい州ランキ

の第２位74になっており、他の州と違い、観光局を経済開発局の中ではなく独立させて

いるほど、

 

 

ア 

ケンタッキー州、バージニア州、ノースカロライナ州、ジョージア州、アラバマ

成果報告

の活動の成果について

資料として報告される

成果指標については、各州で提供

では以下の

・訪問客支出額（宿泊費、観光施設使用料、外食費、ショッピング費、燃料費、交

観光施設等従事者） 

・ホテル税収入額 

・ホームページ訪問件数 

・ニュースレター登録者数 

・資料請求

テネシー州観光開発局（

の紹介 

活動事例として、テネシー州を紹介する。テネシー州を紹介する理由と

ング

州政府が力を入れている部門であるからである。 

テネシー州の概要 

テネシー州は、アメリカ南部にあり東西に長い州（東西 708km、南北 190km）で、
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州、ミシシッピー州、アーカンソー州、ミズーリ州に接している。人口は、621

万 4,888 人（2008 年当時）で、主要産業は、農業、電気機械製造業、観光業であ

る

がある。歴史的遺産については、開拓者達の遺した教会や

物、南北戦争の史跡などがある。音楽といえば、テネシー州は、ナッシュビル

リーミュージックの他にもメンフィスのブルース、テネシー州東部のブ

ル

ンションセンターやカントリーのライブハウスが多数あり、ビジネスとエンター

テ

けの

魅力 いる。 

 

イ 目

長を促進するための事業を

開発すること 

ルカムセンターを維持運営し、訪問者へホスピタリティ溢れる対応をす

ウ

等で直接知事と交渉することができるとい

う

。 

テネシー州の観光面での特徴としては、美しい自然と景色の良さ、文化と歴史

的遺産、音楽とエンターテイメントである。自然と言えば、南東部にあるアパラ

チア山脈の中のグレート・スモーキー・マウンテン75でグランドキャニオンに次ぐ

年に１千万人の訪問客

建

のカント

ーグラスが有名である。 

メンフィスは、バーやナイトクラブがあり大人向け、ナッシュビルは、コンベ

イメントが両方味わえる州都で、南東部にあるピジョン・フォージは、家族向

テーマパークやショーを楽しめる観光施設を備えており、それぞれ異なった

を持って

的 

テネシー州観光開発局の目的は、 

・テネシー州の観光資源を創造発展し、観光業の成

・ウエ

ることによってテネシー州に好印象を持ってもらい、より長く滞在してもら

うこと 

・テネシー州の経済発展に貢献することによって、すべてのテネシー州民の生

活を豊かにすること 

となっており、州民へ利益をもたらし、生活向上を行うための観光振興施策を

観光局が行う、というスタンスが明確に分かる。 

 

 組織 

テネシー州観光開発局は州の機関であるが、他州の多くの観光局が経済開発部

門等の中に位置づけられているのと異なり、１部局として独立している。これは

テネシー州観光開発局が、予算の折衝

ことで、テネシー州における観光開発局が他州と比べより重要な地位となって

いる。局長のスーザン・ウィティカー氏（当時）は、元々ピジョン・フォージに

あるテーマパーク「ドリウッド76」の広報会社の副社長で、その広報手腕を買われ

て州知事から局長に任命されたとのことであった。スタッフの数は合計 44 名で、

部門ごとの人数は、管理部門 31 名、プログラム開発部門２名、地域観光産業連携

部門４名、マーケティング部門７名に分かれている。管理部門の人数が多いのは、
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13 の地域に設置されているウェルカムセンターのスタッフとそれを統括・指導す

るスタッフが７名いるからである。 

テネシー州の観光開発局の特徴としては、ウェルカムセンターの数が多いこと

と、各地域の観光振興を促進する役割の職員が多いことが挙げられる。ウエルカ

ムセンターの数については、ほぼ同じ面積であるオハイオ州が３つ、面積が約 3.8

倍のカリフォルニア州ですら 12 か所ということを考えると、とても多い。テネシ

ー州ではウエルカムセンターのスタッフを、ただ単に訪問客への案内ガイドとい

う役割だけでなく、地域の観光資源を発見、醸成するためのコーディネーターと

して考えており、例えば、ある地域で基幹産業となっていた工場が閉鎖された場

合に、雇用の促進を図るために地域の観光資源を発掘・整備し、地域経済が何と

かやっていけるようにするための指導助言を行う仕掛け人としての役目も担って

いるとのことである。 
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審議会 
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007-2008 予算書77より引用） 



 

 

テネシー州観光開発局組織図 

ｳｴﾙｶﾑｾﾝﾀｰ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

調整配分コーディネーター 

維持管理コーディネーター 

地域振興課長（３名） 

(北東、南東、西部地域) 

ウェルカムセンター(13 カ所)

会計課長 

管理部門 

副局長 

情報システム 

サポート局長

会計担当 

ウェルカム 

センター局長

郵便担当 
局

長 情報システム担当(２名) 

総合弁護士 

人事担当局長 

秘
 書 
 

局 

長

 

 

議 調査研究コーディネーター 

物品等調達担当 

会

調

連

絡

整

担

当 プログラム開

発部門局長
南北戦争・史跡関係ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

地域観光産業

連携副局長 

ＰＲ担当課長（３名） 

（西部、中央部、東部）

セールス担当課長 

ホームページ担当課長

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ渉外担当課長

マーケティ

ング副局長 

連携促進局長
連携促進 

課長補佐 

連携推進 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
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 エ 事

   

   

ケ

興

 

  ・

 

・

旅行相談窓口での問い合わせ件数やバケーションガイ

ーケティング予算を最大限効果的に活用する 

ティング戦略については、以下のようになっている。 

・

・

・人

・テ 内のメディアを使って重点的に広報し、

広報効果についても調査する 

・ よりよい時間帯や放送回数などができるだけ

増  

 

マ

は、 も順調に日数が伸びている。 

テ 2001 年でも延べ滞在日数がほとんど落ち

なかったとのことで、訪問客は近隣の州から車で訪れる形が多いので、広報宣

伝に

 

年

業活動 

 

観光開発局の活動について見てみると、マーケティング活動、オンラインマー

ティング活動、マスコミとの連携活動、セールス活動、調査研究活動、地域振

活動の６つに分けられる。 

マーケティング活動 

マーケティング活動の目的を見てみると、 

他州の人々にテネシー州を訪問地として考慮に入れる機会を増やす 

・テネシー州への実際の訪問客数を増やす 

・テネシー州のブランドイメージを高める 

・ホームページ訪問数や

ドの発送件数を増やす 

・上記の目的を達成するためにマ

となっている。 

 

マーケ

誘客のターゲット層に効果的に届くような広報戦略を企画実施する 

共同で広告宣伝を行う機会を最大限に活用する 

々が旅行の計画を練るシーズン（３月から５月までの夏休み前、９月から

11 月までのサンクスギビング（感謝祭）前など）に重点的に広報を行う 

ネシー州から 250 マイル（400km）圏

メディアの広告枠を買う際も、

えるよう上手な交渉を行う

ーケティング調査によると 2007年のテネシー州への訪問客の延べ滞在日数

1 億 9,380 万日となっており、年次で見てみて

ネシー州は、9.11 テロの起こった

ついては、州から 400km 圏内で重点的に行うこととしている。 

 延べ滞在日数（日）

2005 174,070,000 

20 000 06 182,550,

2007 193,800,000 
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テ

６万

ープ 人。平均滞在日数は、2.35 日とのことで

ある

当た

たり 州への訪問客は、あまり

お金をかけていない状況である。テネシー州への訪問客の多くは、テネシー州

及び

東部  

州 客の州別割合を見てみると、１位がテネシー州で

38.5％

4.9％ すべて隣接する州か

らの  

隣

3.7％

テネシー州内の都市は、電車などの公共交通機関が発達していないのでテネ

る。 

  

伝のターゲット層については以下のように設定している。 

、この層に訴えかけ

る広告を打つことが必要である。 

第二広報宣伝ターゲット： 

キン

ネシー州訪問客の特徴としては、平均年齢 42 歳、既婚、正社員、平均年収

5,600 ドル。訪問客の 31％が子連れで、子供の数は平均で２人。訪問グル

の規模は、１グループ当たり 2.68

。訪問客の平均支出額は、宿泊滞在客及び日帰り訪問客すべて含め、一人

り１日 122 ドルとなっている。オレゴン州ポートランド観光局が、１日当

224 ドルと計算しているのと比べると、テネシー

周辺の州から来ているのであるが、これらの州は大都市も少なく西部、北

と比べると所得が低いため、このような結果が出ると思われる。

内の観光地への訪問

、２位ジョージア州 7.5％、３位アラバマ州 5.8％、４位ケンタッキー州

、５位ミシシッピー州 4.8％ということで２位以下は

訪問客である。 

接州以外だと、オハイオ州とフロリダ州がそれぞれ７位 3.8％と８位 

を占めている。 

シー州を旅行する客の 88％は車で移動す

次に広報宣

・最優先広報宣伝ターゲット：「旅行の決定権を持つ 25 歳から 54 歳の女性」 

日本でもそうであるが、米国の家庭及びカップルにおける旅行の決定権は

圧倒的に妻及びガールフレンドが握っていることが多く

 

・

・アフリカンアメリカン 

 テネシー州が所属する南部では、歴史的にアフリカ系アメリカ人が多く、

アフリカ系アメリカ人の歴史的遺産が経験できる博物館や美術館、ブルー

スやゴスペルなどの音楽、教会を紹介する。 

・ベビーブーマー（団塊世代） 

・グルメ旅行 

 テネシー州には 33 のワイナリーがあり、カントリー、ブルース、ブルー

グラスなどの音楽を楽しみながら南部の伝統的な食べ物（ローストチ

等）や新鮮な野菜や果物を味わえる。 

・女友達同士の旅行（Girl Friends Vacation） 

・グループ旅行 

・ラテンアメリカ系の旅行者 

 テネシー州は、ラテンアメリカにほど近く、他の南部の諸州と同じよう
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にラテンアメリカ系の住民も沢山住んでいる。ラテンアメリカ系の訪問客

にスモーキーマウンテン、中部と西部は緑豊かな台地

が広がり、ハンティングや釣りの格好の地域となっている。ハンティング

ハンティン

グ、サイクリングなどが楽しめる場所が沢山ある。 

・

 

・

メインの広報宣伝は、テレビとインターネットを使い、次に雑誌、その他と

して、新聞やラジオを観光産業と連携し行う。また、メールマガジンなどを使

い登

 

・

ある。 

内においては、秋に４週間、春に４週間で合計 1,360 回のコマーシャル

を行う。興味深いのは東側のバージニア州、ノースカロライナ州とサウスカ

ロライナ州ではコマーシャルを行っていないことである。理由としては、こ

れらの州はアパラチア山脈の東側にあり、テネシー州は西側に存在し、東側

異なり、東側の州では西側へ興味が薄く広報

がテネシーを楽しめるようにスペイン語のニュースレターの充実を図る。 

・ハンティング及び釣り愛好者 

 テネシー州は東部

場だけでも 30 カ所がテネシー州には存在する。 

・音楽ファン 

 西のメンフィスのブルース、州都ナッシュビルのカントリーミュージッ

ク、東のブルーグラスと音楽ファンを引きつける場所が多い。 

・アウトドア愛好者 

 自然が豊かなテネシー州には、ハイキング、フィッシング、

・ウェディング 

 特に東部のアパラチア山脈の風光明媚なスモーキーマウンテンエリアの

歴史ある教会での結婚式を誘致している。 

 

広報予算：550 万ドル 

実施方法 

録者へのテネシーの魅力についてアピールを行う。 

テレビ、ラジオ及び印刷物を使った広報宣伝 

 

・スポット３０秒ＴＶコマーシャル 

秋に４週間（600 回）、春に 10 週間（1,200 回）と８週間（600 回）のテレ

ビコマーシャルを行う。対象エリアは、テネシー州から 250 マイル（400km）

圏内である。対象都市は、バーミンガム（アラバマ州）、シンシナティ（オハ

イオ州）、グリーンビル－スパルタンバーグ（ジョージア州）、ハンツビル（ア

ラバマ州）、レキシントン（ケンタッキー州）、インディアナポリス（インデ

ィアナ州）、ルイスビル（ケンタッキー州）、リトルロック（アーカンソー州）、

パデューカ（ケンタッキー州）、アトランタ（ジョージア州）で

州

と西側の地域では歴史と文化が
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へのスポット 30 秒コマ

2008 年９月下旬から翌

ジへ総計 1,082 回のコマー

のテレビ放送も行ってお

リー音楽ファンへの影響力

 

・ジョージア州アトラン

テネシー州の南東に隣接するジョージア州アトランタは、近隣の都市の中

では人口も多く広報効果も高いため、テネシー州では春のＴＶコマーシャル

を行う予定とのことである。そしてアトラン

 

ネシー州は州に縁のあるセレブ、

載している。

行うことは考えられないが、テネシー州では、

も見てくれれば、訪問客数を増やす可能性がま

観光開発局の目的に合致すれば良いという判断

ペ 手の曲を聴く

り

 

 

 

 

・印

宣伝効果が低いと判断していることによる。 

なお、コマーシャルにはテネシー州に縁の深い歌手などを起用しており、

インターネット上ではテネシー州の観光ホームページ 78やユーチューブ 79で

見ることができる。 

ームページ「グレート アメリカン カントリー80」

ーシャル 

年６月下旬までの 37 週間に渡って上記ホームペー

・カントリー音楽関係ホ

シャルを流す。このホームページは、オンライン

り、人気カントリー歌手の紹介やライブなどカント

が高いので宣伝に力を入れている。 

タでのラジオコマーシャルの実施 

に先駆けてラジオコマーシャル

タの旅行社には、アトランタで３日間、テネシー州メンフィスなどでもう何

日間か過ごしてもらうような「セカンド・ディスティネーション（第二訪問

地）」戦略を行っている。 

・「マイ・テネシー・ストーリー」テレビキャンペーンの実施 

テレビコマーシャルの内容としては、テ

元ドゥービーブラザーズのマイケル・マクドナルド、カントリー歌手 キック

ス・ブルックス、マルティナ・マクブライドやキース・アーバンを使いテネ

シー州の魅力を語ってもらっている。出演料は無償でその代わりとして州は、

これら歌手の新作アルバムの宣伝を州の観光のホームページに掲

日本では、地元出身のスターに観光キャンペーンのコマーシャルに出てもら

うことはあっても、その人達個人のキャンペーンを自治体のホームページで

歌手のファンがホームページ

すます増えるということで州

を下している。さらにホーム

ことができるようになっておだ歌
ージではテネシー州が生ん
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81、音楽のテネシーというイメージを強く打

刷媒体によるキャンペーン 

ち出している。 



雑誌等へのキャンペーンとして 39 媒体への広告掲載を行っている。テネシー

州及び周囲でよく読まれている地域雑誌、女性向けライフスタイル雑誌（ベタ

ーホーム・アンド・ガーデンズ、サザンリビング、カントリーリビングなど）

旅行雑誌（アメリカズ・ベストバケーション、ＡＡＡ82リビング、バジェット・

トラベル、ガールフレンド・ゲッタウェイズ、ゴー

イング・オン・フェイス（キリスト教関係旅行誌）

など）、歴史マガジン（スミソニアンなど）、

テネシー州観光ホームページ 

グルメ

なお、雑誌の広告料については、1/6 ページ ４色

刷の内容で最も高いもので全国紙月刊「カントリー 

リビング」の 1 万 7,165 ドル、安いもので宗教関係

なり、平均で 5,600 ドル程度で契約している。 

 

・オ

旅行 において、インターネット上

での広報宣伝は、最近とみに重要性を増している。テレビと違い旅行先を検討し

てい

にとっ である。25 歳から 54 歳の女性のインターネットの利用率

は、

いる。

この

フスタイル、興味に合わせたホームページを作ることを目指している。音楽を流

すこ

ホームページ訪問者に興味を いる。 

例

アイティネラリー」ボタンとテネシー州のセレブがテネシー州を紹介する「セレ

の

。 

しかし、ホームページのデ

ザインについてはスタイリッ

雑誌（グルメマガジン）などに広告を掲載している。 

旅行雑誌の月刊「ゴーイング オン フェイス」で 557

ドルと

 

ンラインマーケティング活動 

の手続がすべてオンラインでできるアメリカ

る人々からの直接の反応が Email やアンケートなどで直接返ってくるので州

ても重要な情報源

2000 年はアメリカ国内で 58％だったものが、2006 年では 85％まで上昇して

 

ため、テネシー州では、テネシー州に旅行をしてもらえそうな人達のライ

とはもちろん、州の美しいビデオをインターネットで流すようにして、常に

持ってもらえるように努力して

えば、ホームページの右側には、地域をビデオで紹介する「マイ・ビデオ・

ブリティ・ビデオ」ボタンが

あり、その下にはテレビスポ

ットコマーシャルのストリー

ミングビデオが見られるよう

になっている。ただし、他

ホームページに比べビデオの

表示に時間がかかるという難

点もある

- 80 - 
 



- 81 - 
 

シ

あか抜けている。ニューヨーク州の観光ホームページからは、各地域の観光局

のホームページがわかりにくいのに対し、テネシー州は必要なものが見つけや

す

に

の

だ きる。 

    は８月 31 日現在で 38 万 1,683 人と

な

 

・オンライン広告の掲載 

度は 29 ホームページに掲載している。ホ

ガ

ブ.COM85） 

  グルメツーリズム（Culinary Tourism）は、最

の形態であるため、グルメ旅行者を狙う。 

・音楽関係（グレート・アメリカン・カントリー86

  テネシー州は、カントリー音楽の本場であるた

を狙っている。 

  パンドラについては、自分の好きな歌手か曲名

かけてくれるインターネットのジュークボックス

ー州は、広告を掲載するとともにテネシー州にゆ

提供し、誰でもテネシー州ゆかりの歌が続けて聴

・ライフスタイル関係（ホーム・アンド・ガーデン88

コテージ・リビング.COM90

  旅行の決定権は、女性にある傾向が高いので、 ン

グ関係の読 狙う。 

旅行関係（トリップ・アドバイザー91、ブーマーオピア92、アウェイ93、バ

クスペディア99、オー

ンの交流の場であるサイトに広告を出す。 

ブライダル関係（ブライダルガイド104） 

歴史関係（ヒストリー チャンネル105） 

ュで、テネシー州よりも観光に力を入れているはずのニューヨーク州よりも

いようにできている。例えば地図のダウンロードや道路状況についてもすぐ

ページの上の方にカーソルを合わせれば見られるようになっている。初めて

場所を訪れる際は、まずはどこに何があるのか地図上で確認したくなるもの

が、その点このホームページではすぐに地図が見ることがで

2008 年の月間平均ホームページ訪問者数

っている。 

オンライン広告については、2008 年

ームページの種別に関しては、 

・グルメ関係（フードネットワーク83、グルメマ ジン84、クッキング クラ

近の最も人気のある旅行

、パンドラ87） 

め音楽ファンの取り込み

を入れるとお奨めの曲を

サイトであるが、テネシ

かりの歌手の歌リストを

けるようにしている。 

、サザンリビング.COM89、

） 

女性の関心の高いリビ

者のテネシー州訪問を

・

ジェット・トラベル94、ガールフレンド・ゲッタウェイズ95、グ

ループトラベル・ディレクトリ96、レジャーグループ・トラベル
97、ビデオ・グローブ・トロッター98、エ

ビッツ100、トラベロシティ101、プレップ・トラベラー102） 

・ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ブラック・プラネット103） 

  アフリカン・アメリカンの観光客を狙うため、全米で一番のアフリカン・

アメリカ

・

・



・アウトドア関係（ハンティング・クラブ.COM106、フィッシング・クラブ.COM 107、

トレイルズ.COM108、フィッシングワークス.COM109） 

ゲーム関係（ネオエッジ110） 

ネオエッジは、簡単に楽しめるミニゲームのホームページで、このサイト

利用者のうち過去２年間に米国東南部を訪れた人は 35％にのぼり、うち女

ユーザーも平均して６割以上いるため広告掲載を決定したとのことである。 

ゴルフ関係（パートナーズ クラブ オンライン.COM111） 

・天気関係（ウエザーチャンネル112） 

・ 域関係（州内の４都市のコミュニティサイト、州外の 10 都市のケーブル

テレビのインターネットサイトに広告掲載） 

 

・サーチエンジンとメールマガジン 

テネシー州では、ヤフー

やグーグルのサーチエン

ジンを使って検索結果を

表示した際に、検索結果

の右側の枠にスポンサー

リンクという広告リンク

が表示されるようその枠

を購入している。費用に

ついては、37,500 ドルで

25 万人がテネシー州のリ

ンクをクリックすること

を想定している。更にそ

のうち３％の 7,500 人が

テネシー州を訪問するこ

とを期待している。 

 

 

メールマガジンについては、2007 年７月１日～2008 年６月 30 日までの１年

間で 42 回発信し、640 万 9,052 通を配信したとのこと。一回につき約 15 万 2,597

人がメールマガジンを受け取っていることになる。 

実際のメールマガジンについては以下のとおりであるが、テネシー州にゆか

りのあるセレブがテネシー州の季節のイベントやおすすめ観光地を紹介する形

をとっており、写真をふんだんに使ったお洒落なビジュアル系のマガジンにな

っている。 

 

 

・

 

の

性

・

地

テネシー州メールマガジン 
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・共同広告掲載事業 

テネシー州では、自州の広告を旅行関係などのサイトに載せるためにまと

めて広告枠を買い、そのスペースの一部をテネシー州内の地方自治体や観光

産業に割安の値段で提供する事業を行っている。広告は、100％バナーか 50％

バナーとなっており、50％バナーの場合は半分にテネシー州のバナーが入り、

広告費用の 50％を州政府が負担するので、広告主は安く広告を出すことがで

ネシー州のロゴが入るので、訪問者にも信頼感を与えることが

 

 

 

 

 

 

  ・

 

   スリリース等を行うことに

よ 自治体の観光局とマ

ス 。州政府はマスコミへニュ

タビュー、写真素材の提供を行い、地域の観光産業や地方自

治

全体で 650 回のプレスリ

  

き、さらにテ

できる。この 50％のバナーは実際には、バナーの所にカーソルを合わせると

バナーの総面積の 80％ぐらいまでは、広告が自動的に伸びて表示をするよう

になっているので動きとしても目新しく面白く、広告主にとっても大変お得

である。 

 

    共同バナー広告の例 

    
      セビアビルの広告が左に伸びていく  右側のセビアビルの広告にカーソルを合わせると

マスコミとの連携活動 

マスコミとの連携については、州がマスコミへプレ

って関係を深めることだけでなく、地域の観光産業や地方

コミとの関係が深まるように支援を行うものである

ースリリース、イン

体に取材を行ってもらうように働きかける。さらに、地方自治体の観光局がニ

ュースリリースなどをマスコミに行う際に、豊富な広報経験を活かして、適切な

メディア媒体についての助言と連絡先などの情報提供を行う。これには、州のホ

ームページを通じて行われたものもあり、2007 年度は、

リースが観光産業や地方自治体によって行われた。 

 マスコミとの連携については、この他にメディア等への招待旅行（ファムトリ

ップ）がある。テネシー州では旅行ライター向けのものを行っていて、開催回数

は年に４回（４月、８月、９月、10 月）で、開催場所はそれぞれ別々でおよそ５

日間の日程で行っている。招待旅行については、テレビ広告よりも旅行ライター

の記事の方が、人々が信頼感を持って読んでくれるので広告よりも効果が高く、

景気が後退している当時（2009 年 3 月）において、翌年度はテレビ広告を減らし

て招待旅行を増やしていこうと考えているということであった。ただ、招待旅行

の問題としては、せっかくライターが招待旅行に参加してもテネシー州について

記事を書いてくれることを強制することはできない。また、記事にしてもらうよ
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う毎年決まったコースではなく常に新

件数は、2007 年９月から 2008 年９月ま

予算は７万 5,000 ドルとのことだが、投

州では見積もっている。 

 

  ・

  セールス活動については、２人のセールスマネージャーと１人のアシスタント

３人が旅行業界への売り込みを行っている。売り込み先につい

ョ

団

所、海外はイギリス、ドイツの

２か 売り込みを行っている。 

 

国 ショーについては、 

・ チューデント・ユース・トラベル・アソシエーション113） 

・ ソシエーション114） 

・ アメリカン・バス・アソシエーション115、テネシー・モータ

ョン116） 

・

・自動車運転者関係（Ａ

・

   と

海 ドショーへの参加以外には、主にヨーロ

ら

ワ

 、ウエストチェスター・カ

り

た

開

他 性があるので、パンフレットを渡して、州の総花

的な紹介になってしまう。よって、州政府単独でのグループセールスは、この程

どめているというコメントも聞かれた。ただし、州観光開発局が観光産業

と地方自治体の観光局と一緒に開催する観光フェアは、地域の具体的な売り込み

を参加する観光産業や地方自治体が行うため、州経済への波及効果が高いという

しい切り口を探さなければならないが、そ

ィアで記事やニュースとして取り扱われた

でで 16 本程度で、この招待旅行にかかる

資額の 10 倍以上の価値があるとテネシー

れがまた難しいとのことである。メデ

セールス活動 

 

マネージャーの計

ては、ＡＡＡ（アメリカ自動車協会）、国内及び国際グループ旅行業者、バケーシ

ン旅行関係取扱業者、その他テネシー州に訪問客を誘致する可能性の高い業界

体となっている。 

トレードショーの参加については、国内は７か

所に参加し

内のトレード

学生旅行（ス

ビジネス旅行（ナショナルツアー・ア

団体バス旅行（

ー コーチ・アソシエーシ

南部地域（トラベルサウス・ショーケース117） 

ＡＡ 全米自動車運転者連盟118） 

国際関係（インターナショナル・パウワウ119） 

なっている。 

外への売り込みに関しては、トレー

ッパの旅行社 150 社に売り込みをかけている。また、国内で開催され、70 か国か

1,500 以上のバイヤー達が集まるトラベルショー「インターナショナル・パウ

ウ（International Pow Wow）」にも出展している。 

１年でトレードショーへの参加数が９件というのは

ウンティの参加数よりも少ない。理由を聞いてみたが、州の場合は、地域があま

にも広すぎるし、観光資源も様々なものがあるので、ブースを構えても集まっ

顧客の細かい要望にすぐに応えることは難しい。また、仮にコンベンションを

きたいとの要望があったとしても、特定の地域だけを紹介したことが分かると

の地域から非難を浴びる可能

度にと



 

テネシー

おり、2008 年はシカゴで、「テ

ラー120（Tennessee Sampler）」

ー州の観光産業や地方自治体

を行ったり、レセプションを

って、テネシー州の地域の観

業を具体的に売り込むことに

ことであった。 

 ・調査研究

   テネシ

光業協会

会は、全

る調査研

・旅行

・旅行

・宿泊

・旅行

・交通

・旅行

・宿泊

・旅行

・旅行

・世帯

・世帯

  などと多

している

活動目的

光ホーム

    テネシ

ー州のカ

ティごと

カウンテ

重要なも

 

  

 

 

 

 

 

 

サンプラーの様子 

行って

ネシ プ

というテネシ

がブース出展

行うことによ

光地や観光産

成功したとの

理由で

ーサン
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活動 

ー州への訪問客の傾向把握について州の観光開発局は、調査を米国観
121（Tourism Industry Association）に委託している。米国観光業協

米から毎月平均４万５千通の調査回答を世帯から回収して旅行に関す

究を行っており、その調査項目は、 

先 

目的 

日数 

人数 

手段（車、飛行機、バス等） 

支出額 

種別（ホテル、キャンプ等） 

での活動種別（自然公園散策、イベント参加、ギャンブル、コンサー

ト、博物館・美術館、ハイキング、市内観光など） 

者の性別、結婚歴、学歴、職業と年間所得額 

主の年齢、子供の数、家族の人数 

の人種、居住先、居住形態 

岐に渡る。この結果と州総生産と組み合わせて様々な調査結果を公表

。（訪問者数、州別のテネシー訪問者の割合、訪問者のテネシー州での

、テネシー州観光ガイドブックの州別リクエスト件数、テネシー州観

ページのページ別訪問ランキングなど） 

ー州の調査研究活動の中で最も詳細な分析を行っているのが、「テネシ

ウンティにおける観光による経済効果122」というレポートで、カウン

に観光関係支出額、観光産業雇用者数、観光産業従事者給与額、州・

ィ租税収入額などの項目に分かれており、観光振興プランを作る上で

のとなっている。 



2007 年州別テネシー州訪問者比率  

順 位 州   名  比率(%)

１ テネシー州  38.5

２ ジョージア州 7.5

３ アラバマ州  5.8

４ ケンタッキー州 4.9

５ ミシシッピー州 4.8
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2007 年産業別国内旅行者直接支出創出額及び産業別国内旅行者支出雇用数 

 
 

 

 

 

ホテル産業

ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ、ﾚﾝﾀｶｰ等  

公共交通機関  小売業  

観光施設産業  

レストラン業  

2007 年産業別国内旅行者直接支出創出額 

2007 年産業別産業別国内旅行者支出雇用数 (％については対前年比 ) 

小売業  

観光施設産業  

レストラン業

公共交通機関  

ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ、ﾚﾝﾀｶｰ等

ホテル産業  

旅行社等  
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テネシー訪問者活動目的別表 

グルメ 

ショッピング 

観光、遊覧  

エンターテイメント 

国立・州立自然公園 

史  跡 

遊園地、テーマパーク  

祭り、イベント 

コンサート、演劇、ダンス 

エコツアー  

夜遊び（バー、クラブ等）

夜遊び 

スポーツ 

博物館、美術館 

アドベンチャースポーツ 

ウオーターフロント 

団体旅行参加 

ハイキング、ツーリング 

ゴルフ 

全国 

テネシー州  
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2007 年カウンティ別（アルファベット順）観光産業経済効果表 

カウンティ  

支出額  

(単位 :百万ドル )

州税収額  

(単位 ;百万ドル ) 

雇用者数  

(単位 ;千人 )

給与支払額  

(単位 ;百万ドル )

地域税収入額

(単位 ;百万ドル )
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   ・地域振興活動 

 

戦争の跡地を整備し

現地の商工会や地方

トレイルの整備に努

能な観光）にも力を

ー州への訪問客の 8

ターを作っている。

 

 

    テネシー州観光開

政府観光開発局内に

課長や地域ＰＲ課長

光産業への地域の観

また、地域ＰＲ課長

Ｒを行う場合に、州

のやり方について手

ルウオー・トレイル

観光資源として整備

光ホームページに記

な文化を破壊せずに

目指す観光スタイル

回りながら指導助言

サミットを開催し、

ズムについてのあり

ている。 

 

ウエルカムセンタ

ー州の約 3.8 倍であ

州がウエルカムセン

数は、合計で 1,568

で 88 万 7,713 人で、

のテネシー州の訪問

18％がウエルカムセ

心証の善し悪しが、
- 91 - 

て歴史ツアーを組んだり、案内版を現地に設置したり、観

活用方法について

自治体に指導助言を行い、テネシー州内のシビルウオー・

めている。それと、サステイナブル・ツーリズム（持続可

入れていて、これは、環境に優しく、歴史的遺産や伝統的

8％が車で来るので、高速道路沿いを中心にウエルカムセン

 

発局は、観光による地域の経済発展を促進するために、州

州内を３地域に分け、それぞれの地域を担当する地域振興

を置いている。地域振興課長は、地方自治体の観光局や観

光資源の発掘、観光事業の展開への指導助言を行っている。

は、地方自治体の観光局や観光産業がマスコミへ自らのＰ

政府のコネクションを生かし、最適なＰＲ先の紹介やＰＲ

助けを行っている。最近の事例としては、テネシー・シビ

（Tennessee Civil War Trail）で南北戦争の歴史的史跡を

、紹介していくというものである。地域振興課長は、南北

事を掲載したりなどの観光資源としての

守り、地域の経済が観光によって持続的に発展することを

を目指している。これについても、地域振興課長が地域を

を行ったり、州観光開発局がサステイナブル・ツーリズム

地方自治体の観光局や観光産業にサステイナブル・ツーリ

方について討議を行ったり、教育セミナーを開催したりし

ーについては、州内に 13 か所あり、この数は面積がテネシ

るカリフォルニア州の 12 か所よりも多く、いかにテネシー

ターの設置に力を入れているかが分かる。2007 年の訪問者

万 6,973 人であり、月別に見てみると最も少ない月が２月

最も多い月が６月で 169 万 2,425 人となっている。2007 年

者数が、推計で 8,760 万人ということなので、そのうち約

ンターを訪れていることになり、ウエルカムセンターでの

訪問客数の増減に影響を与える要素が高い。また、テネシ



 

 

 

 

テネシー州ウエルカムセンター配置図 

※地図上の１～13 の記号のある場所がウエルカムセンター所在地である  
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観光ホームページ内の観光についての教育ページ 

 この他にテネシー州が力を入

業に働き、訪問客に対し心のこ

ことができることを伝え、優秀

ている。 

ップができる場所のリスト、観

ージでもここまで観光産業の仕

事の紹介を行っているところはないと思われ、また、米国の他の州でも見たこ

かにテネシー州政府が優秀な人

る。特に印象的だったのは、観光産業の仕事

州のコミュニティカレッジや大学で

リーミングビデオは、ホームページ

すすめしたい。 

 

  オ

が売上税からの収入である。特に売

るということは決まっておらず、毎年予算編成

1976 年に経済開発部門の部局から独立し

た部局として観光政策を推進しており、独立した観光局としてはアメリカの州で

れているのが、中高生への観光

産業の重要性についての教育で

ある。テネシー州で観光産業が

重要な位置にあること、観光産

もったもてなしをすることが、

地元に経済的な発展をもたらす

な人材を確保することを目指し

 テネシー州の観光ホームペー

ジ 123では、観光関係の仕事のリ

ストとその仕事につくために必

要な学歴の情報、インターンシ

光関連の専門学校及び大学の紹

介、奨学金制度のリスト、観光

産業で働くことのストリーミン

グビデオでの紹介を行っている。

日本の都道府県のどのホームペ

とはない。い 材確保に力を入れているかが分か

のストリーミングビデオで、実際

に観光産業で働いている人達がインタビューに答え、自分達の私仕事の紹介と

その仕事がいかにやりがいがあるかの他に、昔と違い観光産業の仕事がいかに

良い給料を稼ぐことができるか、特別な学歴がなくても高い地位に昇ることが

できることを強調し、観光産業への就職についての強い動機付けを行うような

構成になっている。また、同時にテネシー

の観光学科の紹介も行っている。このスト

において５本準備されている。是非一見をお

 予算 

テネシー州観光開発局の予算は、ほとんど

上税収入の何％が観光開発局に入

を行っている。テネシー州観光開発局は
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は一番初めとのことである。 

よって、観光開発局は、他の州の経済開発部門の一部門である観光局と違って、

予算交渉を直接知事と交渉できるという強い立場にあ

る。テネシー州では、10 月下旬に翌年度の予算案を作成し、11 月中に知事折衝が

始

間から集めている。その額は、103 万ドルで総収入の

2.6％である。 

支出は、多い順に委託経費が全体の 48.2％、人件費 2％

作、ホームページのデ

お 発 託 事業評価、

予算の確保と言った統括的な役割を果たしている。担当職員についても、民間の

広告会社経験者や観光産業経験者が多く、自らの経験で効率的な広告宣伝の実施

を指揮・監督している。 

補助金については、マッチングファンド方式（50％補助）を取っていて、州内

を９つの地域に分け、それぞれ最高３万 1,850 ドルの予算を振り分け、その地域

に所属する博物館・美術館などのＮＰＯ団体が実施する形になっている。交付対

象としては、パンフレット、イベントの開催、コンベンションやカンファレンス

などでの広報宣伝（セールスミッション）のための参加経費など観光の振興に関

連するものであれば良い。 

 

  カ 成果報告 

 

テネシー州観光開発局は、活動の成果報告については、毎年州が開催する「州

知事観光カンファレンス124」で観光開発局の事業計画と一緒に「カ

レポート125」として発行されている。このカンファレンスレポー

ー74 ページの立派なもので、観光開発局の観光振興にかける意気

ァレンス参加者へのアピールが感じられる。

州知事観光カンファレンスは、毎年９月頃に

開催され、州内の 500 を超える旅行業者が集

まる。 

左が 2008 年のカンファレンス・レポートで

で報告されている成果指標に

ついて以下 介する。 

 ・2007 年直接観光支出額と前年比 

142 億 420 万ドル：6.2％増 

観光振興事業の企画立案と

まり２月に予算案を議会に提出して６月１日までに承認を得る。ちなみに会計

年度は７月から始まる。 

2008 年度の予算総額は、3,985 万 1,800 ドルで、収入のほとんどは売上税から

で、僅かながら広告料を民

が 35.6％、補助金が 4.

となり、この三項目で全体の 88％を占める。 

委託経費は、民間 へ会社 の広告宣伝、パンフレットの制

ザイン・維持管理などになって り、観光開 局は、委 先の選定、

ンファレンス・

トは、フルカラ

込みと、カンフ

あるが、この中

のとおり紹
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2008 年ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ・ﾚﾎﾟｰﾄ 

 

 

 

カ

ィ別に直接観光支出額が掲載され、どこのカウンティの観光産業が盛んであるか分

かるようになっている。 

 

 ・2007 年観光業従事者数と前年比：18 万 4,700 人（前年比 3,400 人増）

 ・2007 年観光産業従事者給与額と前年比 

 54 億ドル：6.6％増 

上記３項目については、「エ 事業活動」の「・調査研究活動」でも述べたが、

ウンティごとにも詳細な分析を行っている。カンファレンス報告書にはカウンテ

 

 

   ・広告からの資料請求数 
2007 年カウンティ別国内旅行者支出額 

カウンティ  単位 :百万ドル  カウンティ カウンティ単位 :百万ドル 単位 :百万ドル  

国内旅行者支出額  

外国旅行者支出額  

国内及び外国旅行者支出額  

2007 年に州内の 95

カウンティのうち 13

カウンティで国内旅

行者が 100 万ドル以

上支出している。  
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   ・2007 年ホームページ訪問者数と前年比：462 万 2,495 人、28.7％増 

   旅行の予約が米国ではほとんどオンラインで行われている現在、州観光ホー

に訴えたページ作りを行っている。ストリー

ミングビデオについては常にホームページに 30以上をアップするようにしてい

 

 

 

ている。そのため、この登録者数を増やすためにテネシー

 

 

 

 

  

 

 

ムページの出来が、訪問者数の増減に与える役割は大きく、テネシー州は、ホ

ームページに人気のカントリー歌手やセレブによるテネシー州のストリーミン

グビデオ紹介を行い、より視聴覚

る。 

 

  ・2007 年度メールマガジン送信数及び配信数： 

   （2007 年７月１日～2008 年６月 30 日） 

 送信回数 42 通、総配信数 640 万 9,052 通、平均登録者数 15 万 2,596 人 

   メールマガジンもガイドブックほどではないが、登録者がわざわざ一手間か

けて配信手続を行っ

州ではホームページと同じカラフルなデザインで読者の興味を引きつけるメー

ルマガジンを送っている。 

  ・2007 年旅行者のべ滞在日数と前年比：１億 9,380 万日、6.2％増 

   訪問客が宿泊すればホテル産業だけでなく、レストラン、バー、ライブハウ

スなどの娯楽産業も潤う可能性が飛躍的に高まるので、観光開発局としては、

いかにテネシー州が宿泊に値する魅力的な場所であるかを訴えるための広報宣

伝活動を行うことに腐心している。 

 ・2007 年ウエルカムセンター訪問者数：1,568 万 6,973 人 

   テネシー州では、ウエルカムセンターは、実際に訪問してくれた客にテネシ

ー州の魅力的かつ適切な情報を提供し、更なる宿泊日数の増加や次回の訪問の

動機付けを行うための重要な場所と定義づけている。 
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第

 

 こ

お

り

 

第

 

はな

い

し

 

に組織のあり方についてであるが、これは、地方自治体、州政府ともに観光局

のトップは、首長からの任命であり、その他の職員については会計などのごく一部

の職員以外は、そのトップが任用することになる。人材は、広告宣伝ならば広告会

社出身、セールスであれば、ホテルや観光業界でのセールス経験者といったように

専門家を雇用する。日本と違い中途退職、中途採用が当たり前の人材流動性が高い

のでトップが交替すれば、スタッフも変わることも多い。 

 

 第２節 事業活動と予算 

 

  地方自治体、州政府ともに、広報宣伝、セールス活動、地域連携活動、ウエルカ

ムセンター運営活動を行うが、米国の観光局は物販活動をせず、日本の地方公共団

体が保有している観光施設などもない。物販活動をしない理由としては、米国のデ

パートには食料品売場がなく、名産品に対する関心が日本よりも薄いためである。

観光施設についても、観光局の成り立ちがそもそも観光産業からの要望で作られて

いるため、民業を圧迫するようなものはそもそも作られないため、そのような観光

施設はない。よって米国の観光局は、訪問客の誘致のみを目的として作られている

３章 まとめ 

れまで、第１章でカウンティ・市などの地方自治体、第２章で州の訪問客誘致に

ける役割について述べてきたが、最後にまとめとして私の感じた日米の観光局の在

方の違いについて述べたいと思う。 

１節 組織の目的とあり方 

 組織の目的については、究極的な目的は地域の観光振興ということで変わり

が、米国の場合は、地域の住民にとってメリットがあるので観光局を設置させて

いるのだという意識が高く、より自治体に向けられる住民の目が厳しいので、とに

かく成果を上げるか、成果を上げるように努力していることを常に外部にアピール

なければならない。 

 よって、観光局の報告書には色々と目的が書いてあるが、地方自治体の観光局の

真の目的は、とにかく目に見える効果が高い団体旅行や、コンベンションを誘致す

ることである。 

 州政府の観光局については、何らかの成果を出さなければいけないというところ

は、地方自治体と同じであるが、面積などの規模が大きいため、総じて州内の観光

産業の指導・育成、州のブランドイメージを高めるための広告宣伝の実施など、地

方自治体と違って地域を特定した直接的な売り込みはあまりしない。州の場合は、

日本の都道府県に近いように感じられた。 

次
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ため、広告宣伝、セールス、地域連携、ウェルカムセンターといった活動に限定さ

れている。 

地方自治体は、猛然とコンベンションやグループ旅行の誘致のために活動し、州

政府は、観光産業や地方自治体に対し、州の観光を売り込む観光カンファレンスを

開催したり、安価に広告の機会を提供する場を設けたりと地域の観光産業や地方自

治体をバックアップする事をメインに行っている。 

事業計画書についても、観光産業関係者が主な対象ではあるが、住民からの支持

や理解を得るためにどのような事を目的にして、どのような手法で、どのような成

果を目指すのかを示し、成果についても成果報告書を出して公表している。 

日本の場合は、事業活動については、一部を除いて米国と同じような活動を行っ

ているものの、事業計画書や成果報告書については、観光者数の統計表以外は、米

国のような具体的な手法や数値目標、成果指標の記述が少ないように見受けられる。 

予算に関しては、州政府、地方自治体ともにホテル税や売上税など観光関係にか

かる税収から運営予算を得ている。特に地方自治体は、ホテル税が予算の中でほと

んどの収入源となっており、中には自治体のホテル税収入のうちの一定率が収入と

して入るようになっているところや、外部委託機関として設立され、自治体からの

収入額に対しその額の２倍を会費収入や広告収入などの別の手段で運営資金を確保

しなければならないところもある。ホテル税収入については景気に左右される部分

もあるが、地元にどのくらい訪問客を誘致したか、あるいは地域の観光産業が観光

局の事業の有効性を認め、会費の支払や広告の掲載をどのくらい行っているかによ

って予算が変わるというのは、日本と違うところである。 
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